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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

３．第55期連結会計年度から「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成14年９月

25日 企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準委

員会 平成14年９月25日 企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。 

回次 第53期 第54期 第55期 第56期 第57期 

決算年月 平成13年12月 平成14年12月 平成15年12月 平成16年12月 平成17年12月 

売上高 （百万円） 46,272 43,077 44,873 44,628 46,852 

経常利益 （百万円） 2,317 2,042 1,995 2,212 2,392 

当期純利益 （百万円） 1,045 984 1,006 1,135 1,325 

純資産額 （百万円） 32,790 32,830 33,634 34,339 36,152 

総資産額 （百万円） 68,960 69,073 66,719 67,299 73,133 

１株当たり純資産額 （円） 910.91 978.47 1,056.94 1,080.26 1,138.59 

１株当たり当期純利益 （円） 28.39 28.52 30.91 35.33 41.35 

潜在株式調整後１株当

たり当期純利益 
（円） － － － － － 

自己資本比率 （％） 47.55 47.52 50.41 51.02 49.43 

自己資本利益率 （％） 3.18 2.99 2.99 3.34 3.76 

株価収益率 （倍） 10.03 8.76 14.13 16.84 26.53 

営業活動によるキャッ

シュ・フロー 
（百万円） 1,176 315 3,205 2,344 △1,423 

投資活動によるキャッ

シュ・フロー 
（百万円） 733 △206 376 628 △1,480 

財務活動によるキャッ

シュ・フロー 
（百万円） △1,425 △312 △3,938 △2,639 3,448 

現金及び現金同等物の

期末残高 
（百万円） 2,840 2,636 2,278 2,611 3,155 

従業員数 （人） 434 427 390 369 367 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

３．第54期より自己株式を資本に対する控除項目としており、また、１株当たり純資産額、１株当たり当期純利

益の各数値は発行済株式総数から保有自己株式を控除して計算しております。 

４．第55期から「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成14年９月25日 企業会計

基準第２号）及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会 平成14年

９月25日 企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。 

回次 第53期 第54期 第55期 第56期 第57期 

決算年月 平成13年12月 平成14年12月 平成15年12月 平成16年12月 平成17年12月 

売上高 （百万円） 42,772 40,345 42,417 41,892 43,926 

経常利益 （百万円） 2,162 1,955 1,919 2,071 2,253 

当期純利益 （百万円） 961 970 965 1,118 1,309 

資本金 （百万円） 10,758 10,758 10,758 10,758 10,758 

発行済株式総数 （株） 36,005,138 35,105,138 35,105,138 35,105,138 35,105,138 

純資産額 （百万円） 32,636 32,661 33,424 34,115 35,914 

総資産額 （百万円） 67,733 68,108 65,712 66,176 71,788 

１株当たり純資産額  （円） 906.61 973.46 1,050.42 1,073.28 1,131.26 

１株当たり配当額 

（１株当たり中間配当

額） 

  （円） 
8.00 

(4.00) 

8.00 

(4.00) 

8.00 

(4.00) 

8.00 

(4.00) 

8.00 

(4.00) 

１株当たり当期純利益  （円） 26.11 28.10 29.73 34.88 41.00 

潜在株式調整後１株当

たり当期純利益 
 （円） － － － － － 

自己資本比率 （％） 48.18 47.95 50.86 51.55 50.03 

自己資本利益率 （％） 2.94 2.97 2.88 3.31 3.73 

株価収益率 （倍） 10.91 8.89 14.69 17.05 26.76 

配当性向 （％） 30.01 27.93 26.90 22.93 19.51 

従業員数 （人） 265 264 255 247 249 



２【沿革】 

昭和23年12月 大阪市浪速区恵美須町二丁目27番地において株式会社山西を設立 

昭和36年２月 広島市に広島出張所を開設 

昭和36年10月 名古屋市に名古屋出張所を開設 

昭和37年８月 リース事業を開始 

昭和38年３月 大阪証券協会に株式を店頭売買銘柄として登録 

昭和38年８月 福岡市に福岡出張所を開設 

昭和39年４月 札幌市に札幌出張所を開設 

昭和40年５月 東京都千代田区に東京営業所を開設 

昭和42年５月 高松市に高松出張所を開設 

昭和42年７月 松山市に松山出張所を開設 

昭和43年４月 仙台市に仙台出張所を開設 

昭和45年２月 大阪市都島区片町一丁目に本社及び倉庫を新築移転 

昭和46年５月 サンテレホン株式会社に商号変更 

昭和47年９月 那覇市に那覇出張所を開設 

昭和49年７月 大阪証券取引所市場第二部に上場 

昭和50年11月 東京都中央区に東京営業所を新築移転 

昭和52年２月 機構改革により大阪本社、東京本社の二本社制とする 

昭和60年９月 越谷市に越谷配送センターを開設 

昭和60年12月 南海電設株式会社の株式取得（現 連結子会社） 

昭和61年６月 大阪証券取引所市場第一部に指定 

昭和61年８月 金沢市に金沢出張所を開設 

昭和62年９月 東京証券取引所市場第一部に上場 

昭和63年５月 本社機構・管理の一元化をはかり、本社を東京に統合移転 

平成元年４月 サンテレエージェンシー株式会社を設立（現在 タキオン株式会社（現 連結子会社）に商号変

更) 

平成９年11月 サントレイディング株式会社を設立（現 連結子会社） 



３【事業の内容】 

 当社グループは、当社及び子会社３社で構成され、主な事業として情報通信部門では情報通信機材の内外からの仕

入・販売ならびに情報通信の施工工事を行っており、リース部門では情報関連機器、事務用機器、一般産業機器、商

業・サービス業用機械設備・医療機器等を主な内容としたリース及び割賦販売を行っております。 

 上記２部門は「第５ 経理の状況 １．(1）連結財務諸表 注記」に掲げる事業の種類別セグメント情報の区分と

同一であります。 

 当社と関係会社の上記２部門に係る位置付は次の概要図の通りであります。 

 ※ サンテレエージェンシー㈱は平成17年12月1日付をもってタキオン㈱に商号変更をしております。 



４【関係会社の状況】 

 （注）１．主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

２．持分は100分の50以下でありますが、実質的に支配しているため連結子会社としたものであります。 

３．議決権の所有割合の（ ）内は、緊密な者または同意している者の所有割合で外数となっております。 

５【従業員の状況】 

(1）連結会社における状況 

 （注）１．従業員数は、就業人員であります。 

２．全社（共通）として、記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属してい

るものであります。 

(2）提出会社の状況 

 （注） 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

(3）労働組合の状況 

 労働組合はありません。 

名称 住所 
資本金 
（百万円） 

主要な事業内容 
議決権の所有
割合（％） 

関係内容 

（連結子会社）      

南海電設㈱ 

（注）２・３ 
大阪市浪速区 200 情報通信部門 

45.4 

(10.0) 

通信機器関連等の購入・

販売 

その他２社      

  （平成17年12月31日現在）

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

情報通信部門 279 

リース部門 60 

全社（共通） 28 

合計 367 

  （平成17年12月31日現在）

従業員数（人） 平均年令（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円） 

249 37.7 10.0 4,658,963 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

当連結会計年度におけるわが国経済は、企業収益の改善から設備投資は堅調に推移し、個人消費も持ち直しの傾

向が見られるなど、景気は踊り場を脱却し景気回復を確認できるところとなりました。 

このような環境のなかで、当社グループの当連結会計年度の業績は売上高468億52百万円（前連結会計年度比

5.0％増）、経常利益23億92百万円（前連結会計年度比8.1％増）、当期純利益13億25百万円（前連結会計年度比

16.7％増）となりました。 

 事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。 

① 情報通信部門 

情報通信部門では、都市部におけるオフィスビルや商業施設、マンション等のネットワークインフラ需要及び

通信会社の光ファイバー網構築に伴う機材の受注拡大に積極的に取り組んでまいりました。また、個人情報保護

法施行に伴って、内部情報漏洩対策ソフト等、セキュリティ関連の受注が好調に推移しました結果、情報通信部

門の当連結会計年度の売上高は前連結会計年度比3.4％増の257億32百万円となりました。 

② リース部門 

 リース部門では、顧客ニーズを捉えた多様な提案型営業を展開するとともに、業績回復が見られる工作機械業

界をはじめ、土木建設機械・輸送用機器等の分野を中心に営業活動を展開してまいりました。その結果、当連結

会計年度のリース・割賦・営業貸付取引の契約実行高は前連結会計年度比16.3％増の246億89百万円、売上高は

前連結会計年度比7.0％増の211億19百万円となりました。 

(2）キャッシュ・フロー 

当連結会計年度の営業活動によるキャッシュ・フローは14億23百万円の減少となりました。これは主として割賦

債権の増加による支出34億５百万円によるものであり、その結果、前連結会計年度比で37億67百万円の減少となり

ました。投資活動によるキャッシュ・フローは14億80百万円の減少となりました。これは主として投資有価証券の

取得による支出13億80百万円によるものであり、その結果、前連結会計年度比で21億８百万円の減少となりまし

た。また、財務活動によるキャッシュ・フローは34億48百万円の増加となりました。これは主として短期・長期借

入金の純増37億55百万円によるものであり、前連結会計年度比で60億87百万円の増加となりました。 

これらの結果、当連結会計年度末の現金及び現金同等物の残高は31億55百万円となり、前連結会計年度比で5億

44百万円の増加となりました。 



２【営業取引の状況】 

(1）契約実行高等の状況 

 連結会計年度における契約実行実績を示すと、次のとおりであります。 

 （注） 所有権移転外ファイナンス・リース取引については、連結会計年度に取得した資産の購入金額、割賦について

は割賦債権から割賦未実現利益を控除した額を表示しております。 

(2）営業資産残高 

 連結会計年度における営業資産残高を示すと、次のとおりであります。 

① 所有権移転外ファイナンス・リース取引 

(イ）リース物件の取得価額、減価償却累計額 

事業の種類別セグメントの名称 契約実行高（百万円） 前期比（％） 

リース部門 

賃貸資産   

情報・事務用機器 1,047 66.4 

産業・土木・建設機械 4,497 140.0 

その他 7,079 108.3 

賃貸資産計 12,624 111.5 

割賦計 8,921 133.0 

その他 3,142 98.1 

合計 24,689 116.3 

事業の種類別セグメントの名称 前連結会計年度 当連結会計年度 

 
期末残高 
（百万円） 

構成比 
（％） 

期末残高 
（百万円） 

構成比 
（％） 

リース部門 

賃貸資産     

情報・事務用機器 5,772 12.3 4,265 8.5 

産業・土木・建設機械 11,218 24.0 11,557 23.1 

その他 13,198 28.2 14,946 29.9 

賃貸資産計 30,189 64.5 30,768 61.5 

割賦計 11,485 24.6 14,540 29.1 

その他 5,107 10.9 4,706 9.4 

合計 46,782 100.0 50,015 100.0 

区分 

前連結会計年度 当連結会計年度 

取得価額（百万円）
減価償却累計額 
（百万円） 

取得価額（百万円） 
減価償却累計額 
（百万円） 

情報・事務用機器 13,672 7,884 11,959 7,696 

産業・土木・建設機械 43,096 31,877 40,343 28,786 

その他 27,509 14,310 30,463 15,516 

所有権移転外ファイナンス・リ

ース取引計 
84,278 54,072 82,766 52,000 



(ロ）未経過リース料期末残高相当額期日別内訳 

② 割賦債権残高期日別内訳 

(3）営業実績 

 連結会計年度における営業実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

① 前連結会計年度 

② 当連結会計年度 

 
１年以内 
（百万円） 

２年以内 
（百万円） 

３年以内 
（百万円） 

４年以内 
（百万円） 

５年以内 
（百万円） 

５年超 
（百万円） 

合計 
（百万円） 

前連結会計年度 10,413 8,292 5,828 3,805 1,842 1,357 31,539 

当連結会計年度 10,396 8,037 5,940 3,958 2,149 1,422 31,904 

 
１年以内 
（百万円） 

２年以内 
（百万円） 

３年以内 
（百万円） 

４年以内 
（百万円） 

５年以内 
（百万円） 

５年超 
（百万円） 

合計 
（百万円） 

割賦未実現
利益計 
（百万円） 

差引計 
（百万円） 

前連結会計年度 5,164 3,325 2,063 1,381 551 62 12,549 1,063 11,485 

当連結会計年度 6,226 4,203 2,938 1,883 637 65 15,954 1,414 14,540 

事業の種類別セグメントの名称 
売上高 
（百万円） 

売上原価 
（百万円） 

差引利益 
（百万円） 

資金原価 
（百万円） 

売上総利益 
（百万円） 

情報通信部門 24,954 21,721 3,233 － 3,233 

リース部門 19,798 17,343 2,454 277 2,176 

計 44,752 39,065 5,687 277 5,409 

消去又は全社 △124 △109 △14 － △14 

合計 44,628 38,955 5,672 277 5,395 

事業の種類別セグメントの名称 
売上高 
（百万円） 

売上原価 
（百万円） 

差引利益 
（百万円） 

資金原価 
（百万円） 

売上総利益 
（百万円） 

情報通信部門 25,733 22,391 3,341 － 3,341 

リース部門 21,179 18,436 2,743 248 2,494 

計 46,912 40,828 6,084 248 5,835 

消去又は全社 △60 △55 △4 － △4 

合計 46,852 40,772 6,079 248 5,830 



３【対処すべき課題】 

「変化を先取りし、独自のマーケットを創造する高付加価値企業を目指す」のビジョンのもと、2007年度を最終年

度とする中長期経営計画「プランＪ」を2003年度よりスタートさせており、全社をあげてこれらに取り組んでおりま

す。 

情報通信部門では、通信回線の超高速化・大容量化の進展、あわせて通信インフラの整備の充実により、インター

ネットを利用した新しく多様な展開が具体化してきております。その主なものはブロードバンドやユビキタスネット

ワーク関連分野におけるIP通信、遠隔医療、ネットコマースやネット家電等で、今後一層の発展と成長が期待されて

おります。 

これらの新たな動向に的確・迅速に対応し、いち早くユーザーニーズをつかみ、他に先んじた製品の提供、販路の

拡大が課題と考え、通信インフラ市場への積極果敢な受注活動を行ってまいります。また、これまで培ってきたネッ

トワークに関する技術に留まらず、人材育成および体制をより一層強化し、技術サポート業務の充実を図ってまいり

ます。そしてこれまでの製品を流通させるためのサポート業務からネットワークの構築、ネットセキュリティの確保

等、システムインテグレーション事業へと発展させて、その基盤を確立し、新しい収益の柱の構築を目指してまいり

ます。 

一方のコア事業であるリース部門では、顧客のニーズ、顧客の満足に応えられる価値あるサービスを常に追求し、

それに対応できる営業推進体制の一層の強化を図り、優良資産の増強及び、収益力の強化に努めてまいります。ま

た、メーカー・商社等、他産業とも広範な業務提携を推進し、販売チャネルの多様化・強化を図り、セキュリティ関

連等新しい商材や、中古市場を睨んだ新しいマーケットへの進出、フィービジネスの拡大にも積極的に取り組んでま

いります。更なる飛躍を目指し、金融サービス商品の開発等コーディネート志向の営業展開を推進し、収益の強化と

新しい事業の確立、拡充を行ってまいります。 

また、商社機能・金融機能等、各コア事業の持つそれぞれの機能や経営資源を融合し、独自性を高めて新たな事業

展開を目指し、両コア事業間の共通戦略商材として「内部情報漏洩防止システム」等の販売に注力しております。今

後益々両事業間のコラボレーションを高め、グループ全体の経営効率の向上を図ってまいります。 



４【事業等のリスク】 

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす

可能性があると考えられる主な事項を下記に記載しております。ただし、これらは当社グループの事業に関するす

べてのリスクを網羅したものではなく、記載された事項以外の予見しがたいリスクも存在します。当社グループの

事業並びに財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況は、これらリスク要因のいずれによっても著しい悪

影響を受ける可能性があります。なお、本項には将来に関する事項が含まれておりますが、当該事項は有価証券報

告書提出日（平成18年３月30日）現在において判断したものであります。 

(1）経済状況の変動によるリスク 

当社グループの主要事業である情報通信事業及びリース事業の業績及び財政状態は、主に国内の経済状況の影

響を受けます。 

情報通信事業においては、技術革新が短期間のうちに行われるため、保有する在庫の陳腐化等により業績に悪

影響を及ぼすリスクを負っています。 

一方、リース事業においては、民間設備投資額やリース設備投資額の動向が大きく変動した場合には、当社グ

ループの業績に影響を与える可能性があります。 

(2）業績変動に関するリスク 

① 価格変動及び価格競争について 

 情報通信業界の市場規模は急速な拡大を続け、他社との競合が激しくなっており、商品・サービスの低価格化

傾向が続いております。当社グループでは、仕入施策の強化による競合他社との差別化や競争力の向上に努めて

おりますが、想定外の製品価格の変動や、価格競争の激化がさらに進んだ場合、当社グループの業績及び財政状

態に影響を与える可能性があります。 

② 金利変動リスク 

 金利変動リスクは資産運用と資金調達のミスマッチによって発生するリスクであります。 

 当社グループ借入金の一部には変動金利で調達しているものがあり、当該金利変動リスクを回避する目的で金

利スワップ等を利用しヘッジに努めておりますが、当社グループの業績は、リース債権の契約時の金利水準とそ

の後の市場金利水準との乖離により影響を受ける可能性があります。 

③ 信用リスク 

 当社グループが行うリース事業は、長期の信用供与業であり、顧客からリース料等の全額を回収して初めて収

益が確保されます。ただし、顧客に信用破綻等の不測の事態が発生した場合は、対象リース物件の売却や他の顧

客へのリース転用等により可能な限り債権の回収をはかることになります。 

 当社グループは、慎重な与信管理、対象物件の査定及び営業資産の分散による信用リスクの平準化に努めてお

りますが、不良債権等が著しく増加した場合には、貸倒コスト等の増大により当社グループの業績に影響を及ぼ

す可能性があります。 

(3）その他のリスク 

① 災害等による影響 

 当社グループは、自然災害等の発生に備えてバックアップシステムの構築や、定期的な災害防止検査及び設備

点検を行っておりますが、あらゆる災害等を完全に防備出来るとは限りません。 

 たとえば、当社グループの本社機能・商品管理センターは関東地区（本社は東京都中央区、商品管理センター

は埼玉県越谷市）にあり、これらの地区において大規模な災害が発生し通信ネットワーク等に障害が発生した場

合には、本社機能、物流機能等が著しく低下する可能性があります。 



② 個人情報に関するリスク 

 当社グループは業務遂行上、多数の個人情報等を有しております。これらの情報の機密保持には細心の注意を

払っており、また、その管理に万全を期しておりますが、予期せぬ事態によって、万が一情報が社外に流出する

事態が生じた場合、当社グループの社会的信用を低下させ、その対応のために発生する多額の費用や、企業イメ

ージの低下が当社グループの業績に影響を与える可能性があります。 

③ 制度変更に伴うリスク 

 当社グループは、現行の法律・税務・会計等の制度や基準を基に、事業活動を行っておりますが、将来におい

て、これらの諸制度が大幅に変更された場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

④ 大株主による株式処分の影響 

 資金運用目的で当社に投資している大株主等が、戦略上の理由等で保有株式数を減少させるような場合には、

当社の株価に悪影響を及ぼす可能性があります。 

５【経営上の重要な契約等】 

 該当事項はありません。 

６【研究開発活動】 

 該当事項はありません。 



７【財政状態及び経営成績の分析】 

(1）当連結会計年度の財政状態 

当連結会計年度における財政状態は、総資産が731億33百万円となり前連結会計年度に比べ58億34百万円増加

し、株主資本は361億52百万円となり前連結会計年度に比べ18億13百万円増加しました。株主資本比率は1.6％低

下し49.4％となりました。 

流動資産は334億83百万円となり、前連結会計年度に比べ33億92百万円の増加となりました。その主たる要因

は割賦契約が好調なことから、割賦債権が前連結会計年度に比べ34億５百万円増加したためであります。 

固定資産は369億49百万円となり、前連結会計年度に比べ24億51百万円の増加となりました。その主たる要因

は、投資その他の資産の投資有価証券が評価益の増大等により、前連結会計年度に比べ26億90百万円増加したた

めであります。 

負債合計は366億10百万円となり、前連結会計年度に比べ40億２百万円の増加となりました。リース契約及び

割賦契約の増加等による影響から、短期借入金及び長期借入金が前連結会計年度に比べ37億55百万円増加したた

めであります。 

(2）当連結会計年度の経営成績 

当連結会計年度における経営成績は、売上高が468億52百万円となり前連結会計年度に比べ22億24百万円の増

加となりました。事業の種類別セグメントにおいては、情報通信部門の売上高が257億32百万円となり前連結会

計年度に比べ８億42百万円の増加となりました。一方、リース部門の売上高は211億19百万円となり前連結会計

年度に比べ13億81百万円の増加となり、当連結会計年度のリース・割賦・営業貸付取引の新規契約実行高は246

億89百万円となり前連結会計年度に比べ34億56百万円の増加となりました。 

営業利益は23億83百万円となり前連結会計年度に比べ１億30百万円増加しました。売上高営業利益率は前連結

会計年度に比べ0.1％上昇し5.1％となりました。これは、売上高原価率が前連結会計年度末に比べ0.4％改善し

たことによるものです。事業の種類別セグメントにおいては、情報通信部門の売上高営業利益率は3.7％となり

前連結会計年度末に比べ0.6％の減少となりました。一方、リース部門の売上高営業利益率は7.1％となり前連結

会計年度末に比べ0.7％の増加となりました。 

経常利益は23億92百万円となり前連結会計年度に比べ１億80百万円の増加となりました。 

当期純利益は13億25百万円となり前連結会計年度に比べ１億90百万円の増加となりました。 

(3）戦略的現状と見通し 

今後のわが国経済は、原油価格の高騰や海外経済の先行き不透明感など不安材料があるものの、国内民間需要

に支えられた景気回復が続くものと見込まれます。 

このような環境のもと、情報通信部門では、ネットワーク構築用関連機器、機材の拡販に注力するとともに、

ＩＰ・セキュリティ・無停止サーバシステム・ＬＡＮ／ＷＡＮ構築を中心とした、付加価値の高いシステムイン

テグレーション事業の受注拡大に努め、一層の業績向上を図ります。 

一方、リース部門は、引き続き工作機械業界等の成長分野や成長企業に対し、効果的な提案型営業を推進し、

あらゆるビジネスチャンスに積極果敢に取り組むことによって、優良資産の積み上げに注力して売り上げの増強

を図ってまいります。また近い将来、会計基準の見直しが行われる趨勢の中、リースの需要動向に変化が生じる

可能性も予想され、それに耐えうる営業体制を構築し、収益基盤の更なる強化に努めてまいります。 

こうした活動を通じて、次期におきましても両コア事業の営業基盤をより盤石なものとし、あわせて両事業間

のシナジー効果を高め、連結企業間での有機的な結びつきを強化してグループ全体の経営効率の向上を図り、更

なる業績向上・収益力強化を実現してまいります。 

なお、2003年度より中長期経営計画「プランＪ」をスタートさせており、その最終年度である2007年度におい

て売上高550億円、経常利益30億円、株主資本当期純利益率（ＲＯＥ）で５％を達成する事を目標としておりま

す。 



第３【設備の状況】 

１【賃貸資産】 

(1）【設備投資等の概要】 

 当社グループ（当社及び連結子会社）における当連結会計年度の賃貸資産設備投資（無形固定資産を含む）の

内訳は、次のとおりであります。 

 なお、当連結会計年度において、賃貸取引の終了等により、資産を売却・除却した内訳は次のとおりでありま

す。 

(2）【主要な設備の状況】 

 当社グループ（当社及び連結子会社）における賃貸資産の内訳は、次のとおりであります。 

(3）【設備の新設、除却等の計画】 

 当社グループ（当社及び連結子会社）における当連結会計年度後１年間の賃貸資産の設備投資計画は、次のと

おりであります。 

 重要な除却等の計画はありません。なお、取引先の意向に基づいて賃貸契約が終了した資産につきましては随

時除却等を行っております。 

 区分 取得価額（百万円） 構成比（％） 

賃貸資産 

情報・事務用機器 1,047 8.3 

産業・土木・建設機械 4,497 35.6 

その他 7,079 56.1 

計 12,624 100.0 

 区分 帳簿価額（百万円） 

賃貸資産 

情報・事務用機器 295 

産業・土木・建設機械 292 

その他 377 

計 965 

 区分 帳簿価額（百万円） 構成比（％） 

賃貸資産 

情報・事務用機器 4,318 14.0 

産業・土木・建設機械 11,557 37.5 

その他 14,946 48.5 

計 30,821 100.0 

区分 投資予定金額 
資金調達方法 

賃貸資産 
総額（百万円） 既支払額（百万円） 

14,500 － 自己資金及び借入金 



２【自社用資産】 

(1）【設備投資の概要】 

 特記すべき事項はありません。 

(2）【主要な設備の状況】 

① 提出会社 

② 国内子会社 

(3）【設備の新設、除却等の計画】 

 特記すべき事項はありません。 

事業所名 
（所在地） 

事業部門別の
名称 

設備の内容 

帳簿価額 

従業員数 
（人） 建物 

（百万円） 
器具備品 
（百万円） 

土地 
（百万円） 
(面積㎡) 

その他 
（百万円） 

合計 
（百万円） 

本社 

（東京都中央区） 

情報通信部門 

リース部門 
社用設備 106 73 

167 

(418) 
0 347 135 

商品管理センター 

（埼玉県越谷市） 
情報通信部門 同上 67 2 

222 

(3,000) 
0 292 8 

関西営業部 

（大阪市都島区） 

情報通信部門 

リース部門 
同上 116 1 

42 

(618) 
0 160 36 

営業所及び出張所 

（札幌市中央区他） 
同上 同上 418 6 

741 

(116) 
0 1,166 70 

事業所名 
（所在地） 

事業部門別の
名称 

設備の内容 

帳簿価額 

従業員数 
（人） 建物 

（百万円） 
器具備品 
（百万円） 

土地 
（百万円） 
(面積㎡) 

その他 
（百万円） 

合計 
（百万円） 

南海電設㈱ 

（大阪市浪速区） 
情報通信部門 社用設備 12 28 

5 

(98) 
－ 46 118 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

 （注） 「株式消却が行われた場合には、それに相当する株式数を減ずる」旨定款に定めております。 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 （注）１．自己株式の資本準備金による消却減少 

２．商法第289条第２項の規定に基づく資本準備金の減少 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 100,000,000 

計 100,000,000 

種類 
事業年度末現在発行数（株） 
（平成17年12月31日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成18年３月30日） 

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名 

内容 

普通株式 35,105,138 35,105,138 

東京証券取引所 

大阪証券取引所 

各市場第一部 

－ 

計 35,105,138 35,105,138 － － 

年月日 
発行済株式総数
増減数（株） 

発行済株式総数
残高（株） 

資本金増減額 
（百万円） 

資本金残高 
（百万円） 

資本準備金増減
額（百万円） 

資本準備金残高 
（百万円） 

自 平成13年１月１日

至 平成13年12月31日 

（注）１ 

△3,220,000 36,005,138 － 10,758 △910 8,931 

平成14年５月13日 

（注）２ 
－ 36,005,138 － 10,758 △2,000 6,931 

自 平成14年１月１日

至 平成14年12月31日 

（注）１ 

△900,000 35,105,138 － 10,758 △255 6,675 



(4）【所有者別状況】 

 （注）１．当期末現在の自己株式は「個人その他」欄に3,365単元及び「単元未満株式の状況」欄に847株含まれており

ます。なお、自己株式数は株主名簿記載上の株式数であり、平成17年12月31日現在の実質保有株式数は、

3,363,847株であります。 

２．「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が、２単元含まれております。 

(5）【大株主の状況】 

 （注）１．当社の自己株式（3,365千株、所有株式の割合9.58％）は上記の表には含めておりません。 

２．上記所有株式数のうち、信託業務にかかる株式数は次のとおりであります。 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社           965千株 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社         859千株 

 ３．株式会社東京三菱銀行と株式会社ＵＦＪ銀行は、平成18年1月1日付で合併し、株式会社三菱東京ＵＦＪ銀

行に商号変更しております 

  平成17年12月31日現在

区分 

株式の状況（１単元の株式数 1,000株） 
単元未満株
式の状況 
（株） 

政府及び地
方公共団体 

金融機関 証券会社 
その他の法
人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数（人） － 44 16 71 52 1 1,689 1,873 － 

所有株式数

（単元） 
－ 11,033 366 1,310 9,654 5 12,187 34,555 550,138 

所有株式数の

割合（％） 
－ 31.93 1.06 3.79 27.94 0.01 35.27 100.00 － 

  平成17年12月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

シティグループグローバルマ

ーケッツインク 

388 GREENWICH STREET NEW YORK, 

N.Y. 10013 U.S.A. 3,300 9.40 
（常任代理人 日興シティグ

ループ証券株式会社） 

（東京都港区赤坂五丁目2-20） 

山西 武雄 大阪市中央区南船場二丁目2-4 2,640 7.52 

ノーザントラストカンパニー

エイブイエフシーアカウント

ノントリーティー 

50 BANK STREET CANARY WHART LONDON E14 

5NT UK 
2,155 6.13 

（常任代理人 香港上海銀行

東京支店） 

（東京都中央区日本橋三丁目11-1） 

株式会社みずほコーポレート

銀行 
東京都千代田区丸の内一丁目3-3 1,500 4.27 

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町一丁目1-2 1,100 3.13 

株式会社ＵＦＪ銀行 名古屋市中区錦三丁目21-24 1,045 2.97 

ノーザントラストカンパニー

エイブイエフシーサブアカウ

ントアメリカンクライアント 

50 BANK STREET CANARY WHART LONDON E14 

5NT UK 
1,022 2.91 

（常任代理人 香港上海銀行

東京支店） 

（東京都中央区日本橋三丁目11-1） 

日本マスタートラスト信託銀

行株式会社 
東京都港区浜松町二丁目11-3 965 2.74 

株式会社東京三菱銀行 東京都千代田区丸の内二丁目7-1 940 2.67 

日本トラスティ・サービス信

託銀行株式会社 
東京都中央区晴海一丁目8-11 859 2.44 

計 － 15,526 44.23 



４．ダルトン・インベストメンツ・エルエルシーから平成17年12月15日付（平成17年12月8日現在）で提出され

た大量保有報告書により、8,053千株の株式を保有している旨の報告を受けましたが、当社として当期末現

在における実質所有株式数の確認ができないため、上記大株主の状況には含めておりません。 

なお、ダルトン・インベストメンツ・エルエルシーの大量保有報告書の記載内容は下記の通りでありま

す。 

大量保有者    ダルトン・インベストメンツ・エルエルシー（Dalton Investments LLC） 

住所       12424 Wilshire Boulevard, Suite 600, Los Angeles, CA 90025, U.S.A. 

保有株件等の数  株式 8,053,000株 

株券等保有割合  22.94％ 

(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式数】 

 （注） 「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が2,000株及び株主名簿上は

当社名義となっておりますが実質的に所有していない株式が2,000株含まれております。 

なお「議決権の数」の欄には、証券保管振替機構名義に係る議決権の数2個及び当社が実質的に所有していな

い当社名義の株式に係る議決権の数2個は含めておりません。 

②【自己株式等】 

 （注） 株主名簿上は当社名義となっておりますが実質的に所有していない株式は、①「発行済株式数」の「完全議決

権株式（その他）」の欄に2,000株含まれております。 

(7）【ストックオプション制度の内容】 

 該当事項はありません。 

  平成17年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式  3,363,000 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式  31,192,000 31,188 － 

単元未満株式 普通株式   550,138 － － 

発行済株式総数 35,105,138 － － 

総株主の議決権 － 31,188 － 

  平成17年12月31日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

サンテレホン㈱ 
東京都中央区日本橋人

形町一丁目２番２号 
3,363,000 － 3,363,000 9.58 

計 － 3,363,000 － 3,363,000 9.58 



２【自己株式の取得等の状況】 

(1）【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

【株式の種類】普通株式 

イ【定時総会決議による買受けの状況】 

 該当事項はありません。 

ロ【子会社からの買受けの状況】 

 該当事項はありません。 

ハ【取締役会決議による買受けの状況】 

 該当事項はありません。 

ニ【取得自己株式の処理状況】 

 該当事項はありません。 

ホ【自己株式の保有状況】 

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

該当事項はありません。 

(2）【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の買受け等の状況】 

 該当事項はありません。 

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 

 該当事項はありません。 

  平成18年３月30日現在

区分 株式数（株） 

保有自己株式数 3,204,000 



３【配当政策】 

当社は長期的な視点から将来の事業展開を考慮し、内部留保の充実により企業体質の強化を図るとともに、株

主各位に対しましても安定的な配当を継続することを基本方針としております。 

当期は、中間配当金としては１株あたり４円を実施いたしましたが、期末配当金についても中間配当金と同様

１株当たり４円とし、年間８円の配当を実施いたしました。 

この結果、当期の配当性向は19.5%となります。当期の内部留保資金につきましては、今後の経営体質の一層の

充実、並びに将来の事業展開に役立てることと致します。 

（注）  当期の中間配当に関する取締役会議日 平成17年８月４日 

４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注） 株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注） 株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

回次 第53期 第54期 第55期 第56期 第57期 

決算年月 平成13年12月 平成14年12月 平成15年12月 平成16年12月 平成17年12月 

最高（円） 415 340 454 765 1,237 

最低（円） 210 220 228 410 585 

月別 平成17年７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 

最高（円） 885 888 790 775 1,009 1,237 

最低（円） 840 761 743 713 747 974 



５【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（千株） 

代表取締役社

長 
 山西 啓司 昭和22年10月11日生 

昭和50年５月 当社入社 

昭和59年２月 当社開発部長 

昭和60年４月 当社国際部長 

昭和61年３月 当社取締役に就任 

平成２年３月 当社常務取締役に就任 

平成３年３月 当社専務取締役に就任 

平成４年３月 当社代表取締役社長に就任（現

任） 

399 

取締役 リース部長 花沢 克廣 昭和22年６月12日生 

昭和46年４月 株式会社三菱銀行入行 

（現 株式会社三菱東京ＵＦＪ銀

行） 

平成５年10月 同行尼崎支店長 

平成８年４月 同行融資第二部主任調査役 

平成10年11月 当社入社 

平成10年11月 当社財務部付部長 

平成11年１月 当社財務部長 

平成11年７月 当社リース部長（現任） 

平成12年３月 当社取締役に就任（現任） 

5 

取締役 情報通信部長 髙橋 義一 昭和32年９月10日生 

昭和51年３月 当社入社 

平成２年４月 当社通信機材部名古屋営業所長 

平成６年４月 当社通信機材部本社営業部次長 

平成８年５月 当社情報通信部本社営業部長 

平成17年５月 当社情報通信部長（現任） 

平成18年３月 当社取締役に就任（現任） 

5 

取締役  今村 該吉 昭和13年11月21日生 

昭和36年４月 株式会社日本長期信用銀行入行 

昭和63年６月 同行取締役ロンドン支店長 

平成３年２月 同行常務取締役大阪支店長 

平成４年６月 同行常務取締役退任 

平成４年８月 株木建設株式会社取締役副社長 

平成８年５月 同社取締役副社長退任 

平成13年３月 スターツ出版株式会社常勤監査役

（現任） 

平成15年２月 株式会社ビコー取締役副社長 

平成15年３月 当社取締役に就任（現任） 

平成15年９月 株式会社ビコー取締役相談役（現

任） 

－ 

取締役  古城 英昭 昭和18年１月１日生 

昭和42年４月 株式会社日本相互銀行入行 

 （現 株式会社三井住友銀行） 

昭和62年４月 株式会社太陽神戸銀行深谷支店長 

 （現 株式会社三井住友銀行） 

平成６年６月 株式会社さくら銀行神田橋支店長 

 （現 株式会社三井住友銀行） 

平成８年６月 八千代工業株式会社常務取締役 

平成14年６月 同社常務取締役退任 

平成14年６月 株式会社陽栄ハウジング常勤監査

役 

平成15年３月 当社監査役に就任 

平成16年３月 当社取締役に就任（現任） 

平成17年６月 株式会社陽栄ハウジング常勤監査

役退任 

－ 

 



役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（千株） 

取締役  山川 俊夫 昭和10年３月31日生 

昭和33年４月 日本トレーディング株式会社入社 

昭和41年１月 三井物産株式会社香港支店入社 

昭和63年３月 三井物産株式会社本店情報産業部

門企画業務室長 

平成４年４月 日本サテライトネットワーク株式

会社代表取締役社長 

 （現 株式会社衛星ネットワー

ク） 

平成12年３月 同社代表取締役社長退任 

平成12年４月 株式会社クリティカルパス・パシ

フィック監査役 

平成14年12月 同社監査役退任 

平成16年３月 当社監査役に就任 

平成17年３月 当社取締役に就任（現任） 

－ 

取締役  新谷 恭將 昭和16年９月９日生 

昭和61年４月 小西六写真工業株式会社入社 

 （現 コニカミノルタホールディ

ングス株式会社） 

平成８年６月 コニカ株式会社取締役 

 （現 コニカミノルタホールディ

ングス株式会社） 

平成14年６月 同社常務執行役員 

平成15年４月 コニカホールディングス株式会社

常務執行役員 

 （現 コニカミノルタホールディ

ングス株式会社） 

平成15年８月 コニカミノルタホールディングス

株式会社常務執行役 

平成16年６月 同社常務執行役退任 

平成16年６月 同社顧問 

平成16年６月 株式会社ネットマークス取締役

（現任） 

平成16年６月 日商エレクトロニクス株式会社監

査役（現任） 

平成17年３月 当社監査役に就任 

平成17年６月 コニカミノルタホールディングス

株式会社顧問退任 

平成18年３月 当社取締役に就任（現任） 

－ 

監査役 

（常勤） 
 酒井 正敏 昭和18年４月16日生 

昭和41年４月 株式会社三和銀行入行 

 （現 株式会社三菱東京ＵＦＪ銀

行） 

昭和62年８月 同行五反田支店次長 

平成２年10月 同行東京業務本部審査部審査役 

平成８年２月 当社入社 

平成８年２月 当社総務部次長 

平成８年12月 当社審査部次長 

平成９年４月 当社審査部長 

平成10年３月 当社取締役に就任 

平成12年３月 当社管理部長 

平成15年３月 当社監査役に就任（現任） 

10 

監査役  大沼 宗一 昭和14年７月４日生 

昭和37年４月 株式会社日本興業銀行入行 

 （現 株式会社みずほコーポレー

ト銀行） 

昭和60年12月 同行総務部次長 

昭和63年９月 同行電子計算室長 

平成５年６月 愛知時計電機株式会社取締役管理

本部長 

平成７年６月 同社取締役管理本部長退任 

平成７年６月 栄研化学株式会社経営統括部顧問 

平成９年６月 同社取締役人事統括部長 

平成11年６月 同社取締役人事統括部長退任 

平成12年３月 当社監査役に就任（現任） 

5 

 



 （注）１．取締役今村該吉、古城英昭、山川俊夫及び新谷恭將は、商法第188条第２項第７号ノ２に定める社外取締役

であります。 

２．監査役大沼宗一、春田 博及び田中好男は、「株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律」第18条

第１項に定める社外監査役であります。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（千株） 

監査役  春田 博 昭和33年７月16日生 

昭和62年４月 金沢大学法学部助教授 

平成７年４月 國學院大学法学部助教授 

平成８年７月 松本烝治法律事務所にて弁護士登

録 

平成９年４月 國學院大学法学部教授 

平成16年３月 当社監査役に就任（現任） 

平成16年４月 駒澤大学法科大学院教授（現任） 

－ 

監査役  田中 好男 昭和14年８月19日生 

昭和38年４月 日本電信電話公社入社 

（現 日本電信電話株式会社） 

昭和61年４月 日本インテリジェントビルシステ

ムズ株式会社常務取締役 

平成元年２月 同社常務取締役退任 

平成元年３月 株式会社エヌ・ティ・ティピー・

シーコミュニケーションズ代表取

締役社長 

平成10年３月 同社代表取締役社長退任 

平成10年４月 財団法人電気通信端末機器審査協

会専務理事 

平成17年６月 同財団顧問 

平成17年10月 同財団顧問退任 

平成17年10月 テックファーム株式会社常勤監査

役（現任） 

平成18年３月 当社監査役に就任（現任） 

－ 

    計 424 



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

(1）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社は、継続的な企業価値の向上を図るため、変動する経営環境に対応した経営意志決定の迅速化、適時情報開

示等による経営の透明性の確保、経営の監督機能の強化等、コーポレート・ガバナンスの充実を重要な経営課題の

一つとして認識し、内部統制の強化に努めております。 

(2）コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況 

平成17年度３月開催の定時株主総会にて、業務執行に関する監査機能を強化し、取締役会の活性化を図るため、

社外取締役を１名増員し、当社の取締役会は、取締役５名（うち社外取締役３名）及び監査役４名（うち社外監査

役３名）体制となりました。また、平成18年３月開催の定時株主総会において、取締役２名（うち社外取締役１

名）を増員し、取締役７名（うち社外取締役４名）の体制となりました。 

  取締役会は、毎月１回の定例取締役会のほか必要に応じて機動的に臨時取締役会を開催しております。また、取

締役会の下部組織として取締役並びに部門長により構成される経営会議を設置し、経営戦略に関する重要な事項を

審議し、迅速かつ適切な対応を行っております。 

また、当社は監査役会制度を採用しており、常勤監査役１名と非常勤監査役（社外監査役）３名の計４名で構成

され、監査役会を毎月１回開催し、取締役の業務執行状況の監査を行っております。 

なお、上記社外取締役及び社外監査役は当社との間に人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係はあ

りません。 

内部監査につきましては、経営の妥当性を高めていく観点から所管部署にて適宜、業務の妥当性、効率性を検証

し、経営に対して報告を行っております。 

当社のコーポレート・ガバナンス並びにリスク管理の体制（平成18年３月30日現在） 

（3）会計監査の状況 

 当社の会計監査業務を執行した公認会計士は、小川一夫氏、松本正一郎氏であり、新日本監査法人に所属してお

ります。会計監査業務に係る補助者は、公認会計士5名、会計士補13名であります。 

(4）役員報酬の内容 

取締役に支払った報酬  54百万円（うち社外取締役  13百万円） 

監査役に支払った報酬  17百万円（うち社外監査役   7百万円） 

(5）監査報酬の内容 

公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬  14百万円 

 なお、上記以外の報酬はありません。 



第５【経理の状況】 

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30

日内閣府令第５号）附則第２項のただし書きにより、改正前の連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30

日内閣府令第５号）附則第２項のただし書きにより、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成16年１月１日から平成16年12月31日ま

で）及び当連結会計年度（平成17年１月１日から平成17年12月31日まで）の連結財務諸表並びに第56期事業年度（平

成16年１月１日から平成16年12月31日まで）及び第57期事業年度（平成17年１月１日から平成17年12月31日まで）の

財務諸表について、新日本監査法人の監査を受けております。 

３．金額単位の変更について 

 当社の連結財務諸表及び財務諸表に掲記される科目その他の事項の金額は、従来、千円単位で記載しておりました

が、当連結会計年度及び当事業年度より百万円単位で記載することに変更いたしました。 

 なお、比較を容易にするため、前連結会計年度及び前事業年度についても百万円単位に組替え表示しております。



１【連結財務諸表等】 

(1）【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

  
前連結会計年度 

（平成16年12月31日） 
当連結会計年度 

（平成17年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

資産の部        

Ⅰ 流動資産        

１．現金及び預金   2,614   3,158  

２．受取手形及び売掛金 ※４  8,158   7,975  

３．割賦債権   12,549   15,954  

４．営業貸付金   5,107   4,706  

５．賃貸料等未収入金   881   939  

６．たな卸資産   652   545  

７．繰延税金資産   121   74  

８．その他の流動資産   158   255  

９．貸倒引当金   △152   △126  

流動資産合計   30,091 44.7  33,483 45.8 

Ⅱ 固定資産        

(1）有形固定資産        

(イ）賃貸資産 ※１       

１．リース資産   29,198   30,004  

２．リース資産処分損
引当金 

  △460   △360  

賃貸資産計   28,738   29,644  

(ロ）社用資産 
※１ 
※２ 

      

１．建物   763   721  

２．車輌運搬具   2   1  

３．器具備品   79   114  

４．土地   1,178   1,178  

社用資産計   2,024   2,017  

有形固定資産合計   30,763 45.7  31,661 43.3 

 



  
前連結会計年度 

（平成16年12月31日） 
当連結会計年度 

（平成17年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

(2）無形固定資産        

(イ）賃貸資産        

１．リース資産   1,135   866  

賃貸資産計   1,135   866  

(ロ）その他の無形固定資
産 

       

１．ソフトウエア   99   120  

２．電話加入権   13   13  

その他の無形固定資
産合計 

  113   133  

無形固定資産合計   1,248 1.9  1,000 1.4 

(3）投資その他の資産        

１．投資有価証券   3,278   5,968  

２．出資金   7   7  

３．長期貸付金   10   7  

４．固定化営業債権 ※３  288   435  

５．長期前払費用   14   32  

６．繰延税金資産   1,611   671  

７．その他の投資   200   185  

８．貸倒引当金   △224   △320  

投資その他の資産合計   5,186 7.7  6,987 9.5 

固定資産合計   37,198 55.3  39,649 54.2 

Ⅲ 繰延資産        

１．社債発行費   9   －  

繰延資産合計   9 0.0  － － 

資産合計  67,299 100.0 73,133 100.0 

   
 



  
前連結会計年度 

（平成16年12月31日） 
当連結会計年度 

（平成17年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

負債の部        

Ⅰ 流動負債        

１．支払手形及び買掛金   7,580   8,349  

２．短期借入金   3,450   5,450  

３．一年以内償還予定の社
債 

   －   2,467  

４．一年以内返済長期借入
金 

※２  2,595   2,806  

５．未払金   18   137  

６．未払費用   160   228  

７．未払法人税等   841   68  

８．未払消費税等   11   11  

９．割賦未実現利益   1,063   1,414  

10．賞与引当金   198   278  

11．その他の流動負債   163   168  

流動負債合計   16,083 23.9  21,379 29.3 

Ⅱ 固定負債        

１．社債   6,467   4,000  

２．長期借入金 ※２  7,699   9,243  

３．退職給付引当金   464   473  

４．役員退職慰労引当金   732   128  

５．受取保証金   645   553  

６．その他の固定負債   515   831  

固定負債合計   16,525 24.6  15,231 20.8 

負債合計   32,608 48.5  36,610 50.1 

少数株主持分        

少数株主持分   351 0.5  369 0.5 

        
 



  
前連結会計年度 

（平成16年12月31日） 
当連結会計年度 

（平成17年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

資本の部        

Ⅰ 資本金 ※５  10,758 16.0  10,758 14.7 

Ⅱ 資本剰余金   8,676 12.9  8,676 11.9 

Ⅲ 利益剰余金   14,681 21.8  15,736 21.5 

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

  1,190 1.7  1,976 2.7 

Ⅴ 自己株式 ※５  △966 △1.4  △995 △1.4 

資本合計   34,339 51.0  36,152 49.4 

負債、少数株主持分及び
資本合計 

  67,299 100.0  73,133 100.0 

       



②【連結損益計算書】 

  
前連結会計年度 

（平成16年１月１日から 
平成16年12月31日まで） 

当連結会計年度 
（平成17年１月１日から 
平成17年12月31日まで） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高   44,628 100.0  46,852 100.0 

Ⅱ 売上原価   39,232 88.0  41,021 87.6 

売上総利益   5,395 12.0  5,830 12.4 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１  3,141 7.0  3,447 7.3 

営業利益   2,253 5.0  2,383 5.1 

Ⅳ 営業外収益        

１．受取利息  5   4   

２．受取配当金  35   39   

３．リース資産処分損引当
金戻入益 

 －   16   

４．貸倒引当金戻入益  39   38   

５．その他の営業外収益  21 102 0.2 36 135 0.3 

Ⅴ 営業外費用        

１．支払利息  57   49   

２．投資有価証券評価損  －   8   

３．社債発行費償却  26   9   

４．その他の営業外費用  59 144 0.2 60 126 0.3 

経常利益   2,212 5.0  2,392 5.1 

Ⅵ 特別利益        

１．投資有価証券売却益  665     －     

２．役員退職慰労引当金戻
入益 

 － 665 1.4 25 25 0.1 

Ⅶ 特別損失        

１．商品評価損  71   －   

２．投資有価証券評価損  33   －   

３．固定資産評価損 ※２ 11   －   

４．役員退職慰労引当金繰
入額 

 556 673 1.5 － － － 

税金等調整前当期純利
益 

  2,204 4.9  2,417 5.2 

法人税、住民税及び事
業税 

 1,228   604   

法人税等調整額  △208 1,020 2.3 447 1,051 2.3 

少数株主利益   47 0.1  40 0.1 

当期純利益   1,135 2.5  1,325 2.8 

        



③【連結剰余金計算書】 

  
前連結会計年度 

（平成16年１月１日から 
平成16年12月31日まで） 

当連結会計年度 
（平成17年１月１日から 
平成17年12月31日まで） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）      

Ⅰ 資本剰余金期首残高   8,675  8,676 

Ⅱ 資本剰余金増加高      

１．自己株式処分差益  0 0 0 0 

Ⅲ 資本剰余金期末残高   8,676  8,676 

      

（利益剰余金の部）      

Ⅰ 利益剰余金期首残高   13,812  14,681 

Ⅱ 利益剰余金増加高      

１．当期純利益  1,135 1,135 1,325 1,325 

Ⅲ 利益剰余金減少高      

１．配当金  254  254  

２．役員賞与  12 267 15 270 

Ⅳ 利益剰余金期末残高   14,681  15,736 

      



④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

  
前連結会計年度 

（平成16年１月１日から 
平成16年12月31日まで） 

当連結会計年度 
（平成17年１月１日から 
平成17年12月31日まで） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

   

税金等調整前当期純利益  2,204 2,417 

賃貸資産及び社用資産減
価償却費 

 11,245 11,245 

賃貸資産の取得による支
出 

 △11,320 △12,624 

賃貸資産の売却・除却  1,039 965 

貸倒引当金の増加額（△
は減少額） 

 △83 70 

リース資産処分損引当金
の増加額（△は減少額） 

 145 △100 

役員退職慰労引当金の増
加額（△は減少額） 

 586 △603 

投資有価証券評価損  33 8 

固定資産評価損  11 － 

社債発行費償却  26 9 

受取利息及び受取配当金  △41 △43 

資金原価及び支払利息  335 297 

投資有価証券売却益  △665 － 

受取手形及び売掛金の減
少額 

 311 182 

割賦債権増加額  △2,282 △3,405 

営業貸付債権減少額  695 400 

たな卸資産の減少額（△
は増加額） 

 △99 107 

支払手形及び買掛金の増
加額 

 829 768 

受取保証金の減少額  △111 △92 

その他営業活動による増
減額 

 541 599 

小計  3,400 203 

利息及び配当金の受取額  41 43 

利息の支払額  △332 △294 

法人税等の支払額  △765 △1,377 

営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 2,344 △1,423 

 



  
前連結会計年度 

（平成16年１月１日から 
平成16年12月31日まで） 

当連結会計年度 
（平成17年１月１日から 
平成17年12月31日まで） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

   

社用資産取得による支出  △52 △111 

投資有価証券の取得によ
る支出 

 △2 △1,380 

投資有価証券の売却によ
る収入 

 687 － 

その他投資活動による増
減額 

 △4 11 

投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 628 △1,480 

Ⅲ 財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

   

短期借入金の純増減額  1,200 2,000 

長期借入れによる収入  500 4,440 

長期借入金の返済による
支出 

 △4,053 △2,684 

自己株式の取得・売却に
よる純収支 

 △20 △27 

配当金の支払額  △254 △257 

少数株主への配当金支払
額 

 △10 △21 

財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 △2,639 3,448 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る
換算差額 

 － － 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減
額 

 333 544 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首
残高 

 2,278 2,611 

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末
残高 

 2,611 3,155 

    



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前連結会計年度 

（平成16年１月１日から 
平成16年12月31日まで） 

当連結会計年度 
（平成17年１月１日から 
平成17年12月31日まで） 

１．連結の範囲に関する事項 連結子会社数 ３社 

 連結子会社は、「第１ 企業の概況

４．関係会社の状況」に記載しているた

め省略しております。 

連結子会社数 ３社 

同左 

２．持分法の適用に関する事

項 

(1）持分法を適用した関連会社の数 

 該当事項はありません。 

(1）持分法を適用した関連会社の数 

同左 

 (2）持分法を適用しない関連会社の数 

 該当事項はありません。 

(2）持分法を適用しない関連会社の数 

同左 

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項 

 連結子会社３社の決算日は、10月31日

であります。 

 なお、連結財務諸表の作成にあたって

は同日現在の財務諸表を使用し、連結決

算日との間に重要な取引が生じた場合に

は、連結上必要な調整をすることとして

おります。 

同左 

４．会計処理基準に関する事

項 

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づく時

価法 

 評価差額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法

により算定しております。 

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

 時価のないもの 

 移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

 ② たな卸資産 

 商品 

 総平均法による原価法 

② たな卸資産 

 商品 

同左 

  その他のたな卸資産 

 最終仕入原価法 

 その他のたな卸資産 

同左 

 ③ デリバティブ 

時価法 

③ デリバティブ 

同左 

 



項目 
前連結会計年度 

（平成16年１月１日から 
平成16年12月31日まで） 

当連結会計年度 
（平成17年１月１日から 
平成17年12月31日まで） 

 (2）重要な減価償却資産の減価償却の方

法 

① 賃貸資産 

(イ）リース資産 

 リース期間を償却年数とし、リ

ース期間満了時の適正残存価額を

見積り、これを基とした定額法基

準によっております。 

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方

法 

① 賃貸資産 

(イ）リース資産 

同左 

 (ロ）レンタル資産 

 定率法 

(ロ）レンタル資産 

同左 

 ② 社用資産 

 定率法 

 （ただし、連結子会社は平成10年

４月１日以降に取得した建物（建物

付属設備を除く）は定額法によって

おります。） 

② 社用資産 

同左 

 ③ その他の無形固定資産（ソフトウ

ェア） 

 社内における利用可能期間（５

年）に基づく定額法 

③ その他の無形固定資産（ソフトウ

ェア） 

同左 

 (3）繰延資産の処理方法 

 社債発行費 

 商法施行規則の規定に基づき３年間

で毎期均等額を償却することとしてい

ます。 

(3）繰延資産の処理方法 

 社債発行費 

同左 

 (4）外貨建の資産又は負債の本邦通貨へ

の換算基準 

 為替予約等の振当処理の対象となっ

ている外貨建金銭債権債務については

当該為替予約等の円貨額に換算してお

ります。 

(4）外貨建の資産又は負債の本邦通貨へ

の換算基準 

同左 

 



項目 
前連結会計年度 

（平成16年１月１日から 
平成16年12月31日まで） 

当連結会計年度 
（平成17年１月１日から 
平成17年12月31日まで） 

 (5）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

 債権の貸倒による損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上しており

ます。 

(5）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同左 

 ② リース資産処分損引当金 

 リース資産の処分損失に備えるた

め、リース資産の処分損失見積額を

計上しております。 

② リース資産処分損引当金 

同左 

 ③ 賞与引当金 

 従業員の賞与の支払いに備えるた

め、支給見込額の当連結会計年度負

担額を計上しております。 

③ 賞与引当金 

同左 

 ④ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、

当連結会計年度末における退職給付

債務及び年金資産の見込額に基づき

計上しております。 

 なお、退職給付債務は簡便法に基

づいて計算しております。 

④ 退職給付引当金 

同左 

 ⑤ 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支払いに備え

るため、内規に基づく当連結会計年

度末において発生していると認めら

れる額を計上しております。なお、

この引当金につきましては商法施行

規則第43条に規定するものでありま

す。 

⑤ 役員退職慰労引当金 

同左 

 (6）重要なリース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。 

(6）重要なリース取引の処理方法 

同左 

 



項目 
前連結会計年度 

（平成16年１月１日から 
平成16年12月31日まで） 

当連結会計年度 
（平成17年１月１日から 
平成17年12月31日まで） 

 (7）重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理によっておりま

す。なお、特例処理の要件を満たす

金利スワップについては特例処理を

行ない、振当処理の要件を満たす通

貨スワップについては振当処理を行

なっております。 

 また、「リース業における金融商

品会計基準適用に関する当面の会計

上及び監査上の取扱い」（日本公認

会計士協会 業種別監査委員会報告

第19号 平成12年11月14日）に定め

る負債の包括ヘッジについては、同

報告に基づく処理によっておりま

す。 

(7）重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

同左 

 ② ヘッジ手段とヘッジ対象 ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

 ヘッジ手段 金利スワップ取

引及び通貨スワ

ップ取引 

ヘッジ対象 借入金及び外貨

建社債 

同左 

 ③ ヘッジ方針及び有効性評価の方法 

 金利及び為替変動等の財務リスク

をコントロールする目的でデリバテ

ィブ取引を利用しており、投機目的

の取引は行なっておりません。 

 金利スワップをヘッジ手段、借入

金をヘッジ対象とする個別ヘッジ及

び通貨スワップをヘッジ手段、外貨

建社債をヘッジ対象とする個別ヘッ

ジについては、金利・期間等の重要

な条件が同一であることをもって、

ヘッジの有効性を評価しておりま

す。 

 また、負債の包括ヘッジについて

はヘッジ対象となる負債等につい

て、ヘッジ手段となるデリバティブ

取引の想定元本がヘッジ対象の範囲

内に収まっていることを検証するこ

とでヘッジの有効性を評価しており

ます。 

③ ヘッジ方針及び有効性評価の方法 

同左 

 



項目 
前連結会計年度 

（平成16年１月１日から 
平成16年12月31日まで） 

当連結会計年度 
（平成17年１月１日から 
平成17年12月31日まで） 

 (8）その他連結財務諸表作成のための重

要な事項 

消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は、税抜方式に

よっております。 

(8）その他連結財務諸表作成のための重

要な事項 

消費税等の会計処理 

同左 

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価方法

は、全面時価評価法によっております。 

同左 

６．利益処分項目等の取扱い

に関する事項 

 連結剰余金計算書は、連結会社の利益

処分について、連結会計年度中に確定し

た利益処分に基づいて作成しておりま

す。 

同左 

７．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲 

 連結キャッシュ・フロー計算書におけ

る資金（現金及び現金同等物）は、手許

現金、随時引き出し可能な預金及び容易

に換金可能であり、かつ、価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負わない取得日

から３ヶ月以内に償還期限の到来する短

期投資からなっております。 

同左 



表示方法の変更 

前連結会計年度 
（平成16年１月１日から 
平成16年12月31日まで） 

当連結会計年度 
（平成17年１月１日から 
平成17年12月31日まで） 

（連結キャッシュ・フロー計算書） 

営業活動によるキャッシュ・フローの「役員退職慰労

引当金の増減額」は、前連結会計年度は「その他」に含

めて表示しておりましたが、金額的重要性が増したため

区分掲記しております。なお、前連結会計年度の営業活

動によるキャッシュ・フローの「その他」に含めており

ました「役員退職慰労引当金の増減額」は△６百万円で

あります。 

───── 



注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

前連結会計年度 
（平成16年12月31日） 

当連結会計年度 
（平成17年12月31日） 

※１(1）有形固定資産の減価償却累計額 ※１(1）有形固定資産の減価償却累計額 

賃貸資産の減価償却累計額 54,092百万円

社用資産の減価償却累計額 1,521百万円

賃貸資産の減価償却累計額    51,879百万円

社用資産の減価償却累計額     1,596百万円

(2）固定資産の取得価額から控除した圧縮記帳額 (2）固定資産の取得価額から控除した圧縮記帳額 

建物 42百万円

土地 44百万円

計 87百万円

建物       42百万円

土地       44百万円

計       87百万円

※２ 担保に供している資産及び対応する債務 ※２ 担保に供している資産及び対応する債務 

(1）担保に供している資産 (1）担保に供している資産 

土地 4百万円

建物 2百万円

リース債権 3,415百万円

計 3,423百万円

土地     4百万円

建物      2百万円

リース債権     3,349百万円

計     3,357百万円

(2）担保提供資産に対応する債務 (2）担保提供資産に対応する債務 

一年以内返済長期借入金 30百万円

長期借入金 265百万円

社債発行に対する銀行保証 2,467百万円

計 2,762百万円

一年以内返済長期借入金       30百万円

長期借入金      235百万円

社債発行に対する銀行保証     2,467百万円

計     2,732百万円

 担保に供している資産のうち土地、建物は連結

子会社において当座貸越契約の担保として供して

おりますが、当該契約は実行しておりません。 

 担保に供している資産のうち土地、建物は連結

子会社において当座貸越契約の担保として供して

おりますが、当該契約は実行しておりません。 

※３ 固定化営業債権 

 固定化営業債権は、財務諸表等規則第32条第１項

第10号の債権であります。 

※３ 固定化営業債権 

同左 

※４ 連結会計年度末日満期手形の会計処理について 

 当連結会計年度末日は金融機関の休日でしたが、

満期日に決済が行なわれたものとして処理しており

ます。 

 当連結会計年度末日満期手形は次のとおりであり

ます。 

※４ 連結会計年度末日満期手形の会計処理について 

 当連結会計年度末日は金融機関の休日でしたが、

満期日に決済が行なわれたものとして処理しており

ます。 

 当連結会計年度末日満期手形は次のとおりであり

ます。 

受取手形 231百万円

リース契約にもとづく担保預

り手形 
28百万円

割賦販売契約にもとづく担保

預り手形 
70百万円

その他の担保預り手形 2百万円

受取手形      227百万円

リース契約にもとづく担保預

り手形 
      30百万円

割賦販売契約にもとづく担保

預り手形 
      83百万円

その他の担保預り手形      1百万円

※５ 当社の発行済株式総数は普通株式35,105千株であ

り、保有する自己株式の数は、普通株式3,328千株で

あります。 

※５ 当社の発行済株式総数は普通株式35,105千株であ

り、保有する自己株式の数は、普通株式3,363千株で

あります。 



（連結損益計算書関係） 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前連結会計年度 
（平成16年１月１日から 
平成16年12月31日まで） 

当連結会計年度 
（平成17年１月１日から 
平成17年12月31日まで） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は、次のとおりであります。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は、次のとおりであります。 

給与手当 1,456百万円

賞与引当金繰入額 135百万円

退職給付費用 52百万円

役員退職慰労引当金繰入額 30百万円

減価償却費 89百万円

貸倒引当金繰入額 128百万円

リース資産処分損引当金繰入額 145百万円

給与手当  1,480百万円

賞与引当金繰入額    215百万円

退職給付費用     48百万円

役員退職慰労引当金繰入額     15百万円

減価償却費     88百万円

貸倒引当金繰入額   251百万円

リース資産処分損引当金繰入額      53百万円

※２ 固定資産評価損の内訳は、次のとおりでありま

す。 

───── 

土地 11百万円  

前連結会計年度 
（平成16年１月１日から 
平成16年12月31日まで） 

当連結会計年度 
（平成17年１月１日から 
平成17年12月31日まで） 

 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係 

 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 2,614百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △2百万円

現金及び現金同等物 2,611百万円

現金及び預金勘定    3,158百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金     △2百万円

現金及び現金同等物    3,155百万円



（リース取引関係） 

前連結会計年度（平成16年１月１日から 平成16年12月31日まで） 

当連結会計年度（平成17年１月１日から 平成17年12月31日まで） 

所有権移転外ファイナンス・リース取引 

貸手側 

 (1）リース物件の取得価額、減価償却累計額及び期末残高 

       （単位：百万円）

 情報・事務用機器  産業・土木・建設機械  その他  合計 

取得価額 13,672  43,096  27,509  84,278 

減価償却累計額 7,884  31,877  14,310  54,072 

期末残高 5,788  11,218  13,198  30,206 

 
 (2）未経過リース料期末残高相当額 

１年以内  １年超  合計  
（転貸リース取引はありません。） 

10,413百万円 21,126百万円 31,539百万円 

 
 (3）受取リース料、減価償却費及び受取利息相当額 

受取リース料  13,218百万円

減価償却費  11,088百万円

受取利息相当額  1,553百万円

 
 (4）受取利息相当額の算定方法 

 受取利息相当額の各期への配分方法については、利息法によっております。 

所有権移転外ファイナンス・リース取引 

貸手側 

 (1）リース物件の取得価額、減価償却累計額及び期末残高 

       （単位：百万円）

 情報・事務用機器  産業・土木・建設機械  その他  合計 

取得価額 11,959  40,343  30,463  82,766 

減価償却累計額 7,696  28,786  15,516  52,000 

期末残高 4,262  11,557  14,946  30,766 

 
 (2）未経過リース料期末残高相当額 

１年以内  １年超  合計  
（転貸リース取引はありません。） 

10,396百万円 21,508百万円 31,904百万円 

 
 (3）受取リース料、減価償却費及び受取利息相当額 

受取リース料  13,141百万円

減価償却費  11,103百万円

受取利息相当額  1,435百万円

 
 (4）受取利息相当額の算定方法 

 受取利息相当額の各期への配分方法については、利息法によっております。 



（有価証券関係） 

① 前連結会計年度（平成16年12月31日現在） 

有価証券 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（平成16年１月１日から 平成16年12月31日まで） 

３．時価評価されていない有価証券の内容および連結貸借対照表計上額 

その他有価証券 

 （注） 当連結会計年度における時価のないその他有価証券の減損処理及び取得原価の修正額は33百万円であります。

区分 取得原価（百万円） 
連結貸借対照表計上額 

（百万円） 
差額（百万円） 

連結貸借対照表計上額が取得原価を

超えるもの 
   

(1）株式 711 2,726 2,015 

(2）債券    

① 国債・地方債 － － － 

② 社債 － － － 

③ その他 － － － 

(3）その他 － － － 

小計 711 2,726 2,015 

連結貸借対照表計上額が取得原価を

超えないもの 
   

(1）株式 33 27 △5 

(2）債券    

① 国債・地方債 － － － 

② 社債 － － － 

③ その他 － － － 

(3）その他 － － － 

小計 33 27 △5 

合計 744 2,753 2,009 

売却額（百万円） 売却益の合計額（百万円） 売却損の合計額（百万円） 

687 665 － 

区分 連結貸借対照表計上額（百万円） 

非上場株式（店頭売買株式を除く） 524 

合計 524 



② 当連結会計年度（平成17年12月31日現在） 

有価証券 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない有価証券の内容および連結貸借対照表計上額 

その他有価証券 

 （注） 当連結会計年度における時価のないその他有価証券の減損処理及び取得原価の修正額は8百万円であります。 

区分 取得原価（百万円） 
連結貸借対照表計上額 

（百万円） 
差額（百万円） 

連結貸借対照表計上額が取得原価を

超えるもの 
   

(1）株式 1,915 5,252 3,336 

(2）債券    

① 国債・地方債 － － － 

② 社債 － － － 

③ その他 － － － 

(3）その他 － － － 

小計 1,915 5,252 3,336 

連結貸借対照表計上額が取得原価を

超えないもの 
   

(1）株式 162 158 △4 

(2）債券    

① 国債・地方債 － － － 

② 社債 － － － 

③ その他 － － － 

(3）その他 － － － 

小計 162 158 △4 

合計 2,078 5,410 3,331 

区分 連結貸借対照表計上額（百万円） 

非上場株式 558 

合計 558 



（デリバティブ取引関係） 

１．取引の状況に関する事項 

前連結会計年度 
（平成16年１月１日から 
平成16年12月31日まで） 

当連結会計年度 
（平成17年１月１日から 
平成17年12月31日まで） 

(1）取引の内容 

提出会社の利用しているデリバティブ取引は、金利

スワップ取引であります。 

(1）取引の内容 

同左 

(2）取引に対する取組方針 

財務リスクをコントロールする目的で利用してお

り、投機目的の取引は行っておりません。 

(2）取引に対する取組方針 

同左 

(3）取引の利用目的 

資金調達コストの軽減、平準化を目的に金利スワッ

プ取引を利用しております。 

(3）取引の利用目的 

同左 

(4）取引に係るリスクの内容 

金利スワップ取引は市場金利の変動によるリスクを

有しておりますが、このリスクは資金調達案件の有す

る金利変動リスクと相殺されるものであります。 

また、提出会社の取引の相手先は信用度の高い金融

機関に分散されており、相手先の契約不履行によるリ

スクは極めて少ないと認識しております。 

(4）取引に係るリスクの内容 

同左 

(5）取引に係るリスク管理体制 

デリバティブ取引は、取締役会で定められた社内管

理規定により執行・管理されております。デリバティ

ブ取引の執行部門は財務部であり、取締役会において

承認された取引を執行し、取引後の状況等を取締役会

にフィードバックしております。 

また、取引管理部門は管理部であり、個々の取引内

容が執行部門からの報告と差異が無いかを定期的に確

認しております。また、検査室は監査部門として、取

引限度枠、取引ルール等の遵守状況をチェックし取締

役会や財務部門長へ報告しております。 

なお、連結子会社はデリバティブ取引を利用してお

りません。 

(5）取引に係るリスク管理体制 

同左 



２．取引の時価等に関する事項 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

前連結会計年度（平成16年12月31日） 

(1）通貨関連 

該当事項はありません。 

なお、「外貨建取引等会計処理基準」により外貨建金銭債権債務等に振り当てたデリバティブ取引につ

いては、開示の対象から除いております。 

(2）金利関連 

当連結会計年度にかかるデリバティブ取引については、ヘッジ会計を適用しておりますので、開示の対

象から除いております。 

なお、「リース業における金融商品会計基準適用に関する当面の会計上及び監査上の取扱い」（日本公

認会計士協会 業種別監査委員会報告第19号 平成12年11月14日）に定める負債の包括ヘッジについては

次のとおりであります。 

① 概要 

負債の包括ヘッジについては、デリバティブ取引（ヘッジ手段）の想定元本がリース契約等に対応する

負債等（ヘッジ対象）の総額に収まる範囲内で、負債から生じるキャッシュ・フロー変動リスクを総体と

してヘッジする取引を行っております。 

② デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

 （注） 時価は金利スワップ契約を締結した金融機関から提示された価格によっております。 

区分 種類 

前連結会計年度（平成16年12月31日） 

契約額等 
（百万円） 

契約額等のうち
１年超（百万
円） 

時価（百万円） 
評価損益 
（百万円） 

市場取引以

外の取引 

金利スワップ取引     

受取変動・支払固定 1,000 1,000 △56 △56 

合計 1,000 1,000 △56 △56 



当連結会計年度（平成17年12月31日） 

(1）通貨関連 

該当事項はありません。 

なお、「外貨建取引等会計処理基準」により外貨建金銭債権債務等に振り当てたデリバティブ取引につ

いては、開示の対象から除いております。 

(2）金利関連 

当連結会計年度にかかるデリバティブ取引については、ヘッジ会計を適用しておりますので、開示の対

象から除いております。 

なお、「リース業における金融商品会計基準適用に関する当面の会計上及び監査上の取扱い」（日本公

認会計士協会 業種別監査委員会報告第19号 平成12年11月14日）に定める負債の包括ヘッジについては

次のとおりであります。 

① 概要 

負債の包括ヘッジについては、デリバティブ取引（ヘッジ手段）の想定元本がリース契約等に対応する

負債等（ヘッジ対象）の総額に収まる範囲内で、負債から生じるキャッシュ・フロー変動リスクを総体と

してヘッジする取引を行っております。 

② デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

 （注） 時価は金利スワップ契約を締結した金融機関から提示された価格によっております。 

区分 種類 

当連結会計年度（平成17年12月31日） 

契約額等 
（百万円） 

契約額等のうち
１年超（百万
円） 

時価（百万円） 
評価損益 
（百万円） 

市場取引以

外の取引 

金利スワップ取引     

受取変動・支払固定 1,000 1,000 △42 △42 

合計 1,000 1,000 △42 △42 



（退職給付関係） 

前連結会計年度 
（平成16年１月１日から 
平成16年12月31日まで） 

当連結会計年度 
（平成17年１月１日から 
平成17年12月31日まで） 

１．採用している退職給付制度の概要 

 提出会社及び連結子会社は、確定給付型の制度とし

て、適格退職年金制度および退職一時金制度を設けて

おります。 

 また、連結子会社は、確定給付型の制度として、退

職一時金制度を設けております。 

１．採用している退職給付制度の概要 

同左 

（単位：百万円） （単位：百万円）

２．退職給付債務に関する事項 ２．退職給付債務に関する事項 

退職給付債務 492 

(1）年金資産 28 

(2）退職給付引当金 464 

退職給付債務 507 

(1）年金資産 34 

(2）退職給付引当金 473 

３．退職給付費用に関する事項 ３．退職給付費用に関する事項 

退職給付費用 52 退職給付費用 48 

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

 簡便法を採用しているため、該当事項はありませ

ん。 

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

同左 



（税効果会計関係） 

前連結会計年度 
（平成16年１月１日から 
平成16年12月31日まで） 

当連結会計年度 
（平成17年１月１日から 
平成17年12月31日まで） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生原因別の主な

内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生原因別の主な

内訳 

（単位：百万円）

（繰延税金資産）  

賃貸資産減価償却費損金算入限度

超過額 
1,636 

リース資産処分損引当金損金算入

限度超過額 
186 

貸倒引当金損金算入限度超過額 56 

退職給付引当金損金算入限度超過

額 
164 

役員退職慰労引当金損金算入限度

超過額 
297 

賞与引当金損金算入限度超過額 89 

その他 435 

繰延税金資産小計 2,867 

評価性引当金額 25 

繰延税金資産合計 2,842 

  

（繰延税金負債）  

固定資産圧縮積立金 38 

その他有価証券評価差額金 814 

その他 255 

繰延税金負債合計 1,108 

  

繰延税金資産の純額 1,733 

（単位：百万円）

（繰延税金資産）  

賃貸資産減価償却費損金算入限度

超過額 
1,465 

リース資産処分損引当金損金算入

限度超過額 
146 

貸倒引当金損金算入限度超過額 115 

退職給付引当金損金算入限度超過

額 
181 

賞与引当金損金算入限度超過額 124 

その他 229 

繰延税金資産小計 2,262 

評価性引当金額 14 

繰延税金資産合計 2,248 

  
  
  

（繰延税金負債）  

固定資産圧縮積立金 38 

その他有価証券評価差額金 1,350 

その他 112 

繰延税金負債合計 1,501 

  

繰延税金資産の純額 746 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

（単位：％）

法定実効税率 40.6 

（調整）  

交際費等永久に損金に算出されない項目 2.2 

受取配当金等永久に損金に算出されない

項目 
△0.9 

評価性引当金 0.5 

住民税均等割 1.2 

税率変更による期末繰延税金資産、負債

の減税修正 
1.0 

その他 1.6 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 46.2 

（単位：％）

法定実効税率 40.6 

（調整）  

交際費等永久に損金に算出されない項目 1.9 

受取配当金等永久に損金に算出されない

項目 
△1.0 

評価性引当金 0.6 

住民税均等割 1.0 

その他 0.4 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 43.5 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

 （注）１．上記の事業区分は、主たる営業取引の種類により区分しております。 

２．各事業区分の主要品目 

情報通信部門・・・・通信関連機器・工事用材料等の販売 

リース部門・・・・・情報関連機器、事務用機器、一般産業機器、商業・サービス業用機械設備・医療機器

等のリース及び割賦販売等（賃貸取引の満了・中途解約に伴う物件販売等を含む） 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は83百万円であり、その主なものは

提出会社の本社管理部門に係る費用等であります。 

４．資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は7,192百万円であり、その主なものは提出会社の

余資運用資金（現金及び有価証券等）、長期投資資金（投資有価証券）、及び管理部門に係る資産等であり

ます。 

 

前連結会計年度（平成16年１月１日～平成16年12月31日） 

情報通信部門 
（百万円） 

リース部門 
（百万円） 

計（百万円） 
消去又は全社 
（百万円） 

 連結 
（百万円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益      

売上高      

(1）外部顧客に対する売上高 24,890 19,738 44,628 － 44,628 

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
64 59 124 (124) － 

計 24,954 19,798 44,752 (124) 44,628 

営業費用 23,874 18,532 42,406 (31) 42,374 

営業利益 1,080 1,265 2,345 (92) 2,253 

Ⅱ 資産、減価償却費及び資本的

支出 
     

資産 11,206 48,900 60,107 7,192 67,299 

減価償却費 132 11,149 11,281 (36) 11,245 

資本的支出 108 11,342 11,451 (79) 11,372 



 （注）１．上記の事業区分は、主たる営業取引の種類により区分しております。 

２．各事業区分の主要品目 

情報通信部門・・・・通信関連機器・工事用材料等の販売 

リース部門・・・・・情報関連機器、事務用機器、一般産業機器、商業・サービス業用機械設備・医療機器

等のリース及び割賦販売等（賃貸取引の満了・中途解約に伴う物件販売等を含む） 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は85百万円であり、その主なものは

提出会社の本社管理部門に係る費用等であります。 

４．資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は9,589百万円であり、その主なものは提出会社の

余資運用資金（現金及び有価証券等）、長期投資資金（投資有価証券）、及び管理部門に係る資産等であり

ます。 

【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度（平成16年１月１日～平成16年12月31日） 

 該当事項はありません。 

当連結会計年度（平成17年１月１日～平成17年12月31日） 

 該当事項はありません。 

【海外売上高】 

前連結会計年度（平成16年１月１日～平成16年12月31日） 

 該当事項はありません。 

当連結会計年度（平成17年１月１日～平成17年12月31日） 

 該当事項はありません。 

【関連当事者との取引】 

前連結会計年度（平成16年１月１日～平成16年12月31日） 

該当事項はありません。 

当連結会計年度（平成17年１月１日～平成17年12月31日） 

該当事項はありません。 

 

当連結会計年度（平成17年１月１日～平成17年12月31日） 

情報通信部門 
（百万円） 

リース部門 
（百万円） 

計（百万円） 
消去又は全社 
（百万円） 

連結 
 （百万円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益      

売上高      

(1）外部顧客に対する売上高 25,732 21,119 46,852 － 46,852 

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
0 59 60 (60) － 

計 25,733 21,179 46,912 (60) 46,852 

営業費用 24,781 19,667 44,449 20 44,469 

営業利益 951 1,511 2,463 (80) 2,383 

Ⅱ 資産、減価償却費及び資本的

支出 
     

資産 10,818 52,724 63,543 9,589 73,133 

減価償却費 95 11,181 11,277 (31) 11,245 

資本的支出 111 12,653 12,765 (28) 12,736 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

該当事項はありません。 

 
前連結会計年度 

（平成16年１月１日から 
平成16年12月31日まで） 

当連結会計年度 
（平成17年１月１日から 
平成17年12月31日まで） 

１株当たり純資産額 1,080.26円         1,138.59円 

１株当たり当期純利益 35.33円      41.35円 

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益 

 潜在株式調整後１株当たり当期純

利益金額については、潜在株式がな

いため記載しておりません。 

 潜在株式調整後１株当たり当期純

利益金額については、潜在株式がな

いため記載しておりません。 

 
前連結会計年度 

(平成16年１月１日から 
平成16年12月31日まで) 

当連結会計年度 
(平成17年１月１日から 
平成17年12月31日まで) 

当期純利益（百万円） 1,135 1,325 

普通株主に帰属しない金額（百万円） 12 12 

（うち利益処分による役員賞与金 

（百万円）） 
(12) (12) 

普通株式に係る当期純利益（百万円） 1,123 1,313 

期中平均株式数（株） 31,792,334 31,757,831 



⑤【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

 （注）１．利率欄の変動金利とは、３ヶ月米ドルLIBORプラス0.40％であります。 

    ２．（ ）内書は、一年内償還予定の社債であります。 

３．連結決算日後５年内における償還予定額は以下のとおりです。 

【借入金等明細表】 

 （注）１．平均利率は期末残高及びその利率を使用して算出しております。 

２．長期借入金及びその他の有利子負債（１年以内に返済予定のものを除く）の連結決算日後５年内における返

済予定額は以下のとおりです。 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

会社名 銘柄 発行年月日 
前期末残高 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

利率（％） 担保 償還期限 

サンテレホン株式会社 
2006年満期米ドル建 

保証付変動利付社債 

平成13年 

４月５日 

2,467 

〔20百US$〕

 

2,467 

〔20百US$〕

(2,467)

変動金利 

（注）1 
なし 

平成18年 

４月５日 

サンテレホン株式会社 
サンテレホン株式会社 

第１回無担保社債 

平成14年 

９月30日 
1,000 1,000 1.47 なし 

平成21年 

９月30日 

サンテレホン株式会社 
サンテレホン株式会社 

第２回無担保社債 

平成14年 

11月27日 
800 800 1.56 なし 

平成21年 

11月27日 

サンテレホン株式会社 
サンテレホン株式会社 

第３回無担保社債 

平成14年 

11月27日 
700 700 1.56 なし 

平成21年 

11月27日 

サンテレホン株式会社 
サンテレホン株式会社 

第４回無担保社債 

平成15年 

３月19日 
1,500 1,500 0.66 なし 

平成22年 

３月19日 

合計 － － 6,467 
6,467 

(2,467)
－ － － 

１年超２年以内 
（百万円） 

２年超３年以内 
（百万円） 

３年超４年以内 
（百万円） 

４年超５年以内 
（百万円） 

－ － 2,500 1,500 

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

平均利率 
（％） 

返済期限 

短期借入金 3,450 5,450 0.67 － 

１年以内に返済予定の長期借入金 2,595 2,806 1.07 － 

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 7,699 9,243 1.40 
平成19年１月～ 

平成26年12月 

その他の有利子負債 － － － － 

合計 13,745 17,500 － － 

区分 
１年超２年以内 
（百万円） 

２年超３年以内 
（百万円） 

３年超４年以内 
（百万円） 

４年超５年以内 
（百万円） 

長期借入金 2,693 1,741 2,192 1,543 



２【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

  
前事業年度 

（平成16年12月31日） 
当事業年度 

（平成17年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

資産の部        

Ⅰ 流動資産        

１．現金及び預金   2,157   2,494  

２．受取手形 ※９  2,199   2,003  

３．売掛金   5,628   5,609  

４．割賦債権   12,549   15,954  

５．営業貸付金   5,107   4,706  

６．賃貸料等未収入金   881   939  

７．商品   546   449  

８．前払費用   21   23  

９．繰延税金資産   142   90  

10．未収収益   15   16  

11．その他の流動資産   100   211  

12．貸倒引当金   △151   △127  

流動資産合計   29,200 44.1  32,372 45.1 

Ⅱ 固定資産        

(1）有形固定資産        

(イ）賃貸資産 ※２       

１．リース資産   29,144   29,935  

２．リース資産処分損
引当金 

  △460   △360  

賃貸資産計   28,684   29,575  

(ロ）社用資産 ※３       

１．建物   753   709  

２．車輌運搬具   2   1  

３．器具備品   60   83  

４．土地   1,173   1,173  

社用資産計   1,989   1,967  

有形固定資産合計   30,673 46.4  31,542 43.9 

 



  
前事業年度 

（平成16年12月31日） 
当事業年度 

（平成17年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

(2）無形固定資産        

(イ）賃貸資産 ※５       

１．リース資産   1,084   819  

賃貸資産計   1,084   819  

(ロ）その他の無形固定資
産 

       

１．ソフトウェア   99   119  

２．電話加入権   8   8  

その他の無形固定資
産計 

  108   128  

無形固定資産合計   1,193 1.8  947 1.3 

(3）投資その他の資産        

１．投資有価証券   3,250   5,934  

２．関係会社株式   164   164  

３．出資金   7   7  

４．従業員に対する長期
貸付金 

  5   3  

５．固定化営業債権 ※８  261   412  

６．長期前払費用   13   31  

７．繰延税金資産   1,503   575  

８．その他の投資   93   92  

９．貸倒引当金   △201   △297  

投資その他の資産合計   5,100 7.7  6,924 9.6 

固定資産合計   36,967 55.9  39,415 54.9 

Ⅲ 繰延資産        

１．社債発行費   9   －  

繰延資産合計   9 0.0  － － 

資産合計   66,176 100.0  71,788 100.0 

       
 



  
前事業年度 

（平成16年12月31日） 
当事業年度 

（平成17年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

負債の部        

Ⅰ 流動負債        

１．支払手形   4,174   4,116  

２．買掛金   3,139   3,776  

３．短期借入金   3,450   5,450  

４．一年以内償還予定の社
債 

   －   2,467  

５．一年以内返済長期借入
金 

※４  2,595   2,806  

６．未払金   15   137  

７．未払費用   137   205  

８．未払法人税等   785   32  

９．未払消費税   －   －  

10．賃貸料等前受金   41   28  

11．預り金   76   88  

12．前受収益   22   21  

13．割賦未実現利益   1,063   1,414  

14．賞与引当金   130   210  

15．その他の流動負債   56   42  

流動負債合計   15,689 23.7  20,796 29.0 

Ⅱ 固定負債        

１．社債   6,467   4,000  

２．長期借入金 ※４  7,699   9,243  

３．退職給付引当金   332   343  

４．役員退職慰労引当金   711   105  

５．受取保証金   645   552  

６．その他の固定負債   515   831  

固定負債合計   16,372 24.7  15,077 21.0 

負債合計   32,061 48.4  35,873 50.0 

 



  
前事業年度 

（平成16年12月31日） 
当事業年度 

（平成17年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

資本の部        

Ⅰ 資本金 ※６  10,758 16.3  10,758 15.0 

Ⅱ 資本剰余金        

１．資本準備金  6,675   6,675   

２．その他資本剰余金        

(1）資本金及び資本準備
金減少差益 

 2,000   2,000   

(2）自己株式処分差益  0   0   

資本剰余金合計   8,676 13.1  8,676 12.1 

Ⅲ 利益剰余金        

１．利益準備金  1,014   1,014   

２．任意積立金        

(1）固定資産圧縮積立金  55   55   

(2）別途積立金  12,150   13,000   

３．当期未処分利益  1,238   1,433   

利益剰余金合計   14,457 21.8  15,502 21.6 

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

※７  1,189 1.8  1,972 2.7 

Ⅴ 自己株式 ※６  △966 △1.4  △995 △1.4 

資本合計   34,115 51.6  35,914 50.0 

負債・資本合計   66,176 100.0  71,788 100.0 

   



②【損益計算書】 

  
前事業年度 

（平成16年１月１日から 
平成16年12月31日まで） 

当事業年度 
（平成17年１月１日から 
平成17年12月31日まで） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高        

１．商品売上高  21,772   22,637   

２．賃貸料収入  13,222   13,144   

３．割賦売上高  5,127   6,450   

４．営業貸付収益  164   140   

５．その他の売上高 ※１ 1,606 41,892 100.0 1,553 43,926 100.0 

Ⅱ 売上原価        

１．商品期首棚卸高  448   546   

２．当期商品仕入高  30,823   32,531   

３．リース資産への振替高  11,329   12,584   

４．商品期末棚卸高  618   449   

５．賃貸原価 ※２ 11,625   11,555   

６．割賦原価  4,752   5,948   

７．資金原価 ※３ 277   248   

８．その他の売上原価 ※４ 1,322 37,302 89.0 1,091 38,886 88.5 

売上総利益   4,589 11.0  5,039 11.5 

Ⅲ 販売費及び一般管理費        

１．運賃包装荷造費  136   143   

２．広告宣伝費  9   29   

３．役員報酬  64   64   

４．従業員給与  933   961   

５．従業員賞与  126   60   

６．賞与引当金繰入額  130   210   

７．退職給付費用  37   41   

８．役員退職慰労引当金繰
入額 

 27   12   

９．福利厚生費  204   237   

10．旅費交通費  43   49   

11．通信費  72   70   

12．租税公課  54   100   

13．減価償却費  75   75   

14．貸倒引当金繰入額  127   249   

15．支払手数料  51   86   

16．リース資産処分損引当
金繰入額 

 145   53   

17．その他  243 2,485 6.0 370 2,816 6.4 

営業利益   2,104 5.0  2,223 5.1 

 



  
前事業年度 

（平成16年１月１日から 
平成16年12月31日まで） 

当事業年度 
（平成17年１月１日から 
平成17年12月31日まで） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅳ 営業外収益        

１．受取利息  3   3   

２．受取配当金  46   58   

３．リース資産処分損引当
金戻入益 

 －   16   

４．貸倒引当金戻入益  39   38   

５．その他の営業外収益  15 105 0.2 23 140 0.3 

Ⅴ 営業外費用        

１．支払利息割引料  57   49   

２．投資有価証券評価損  －   8   

３．社債発行費償却  26   9   

４．その他の営業外費用  53 137 0.3 43 109 0.3 

経常利益   2,071 4.9  2,253 5.1 

Ⅵ 特別利益        

１．投資有価証券売却益  665   －   

２．役員退職慰労引当金戻
入益 

 － 665 1.6 25 25 0.1 

Ⅶ 特別損失        

１．商品評価損  71   －   

２．投資有価証券評価損  33   －   

３．固定資産評価損 ※５ 11   －   

４．役員退職慰労引当金繰
入額 

 556 673 1.6 － － － 

税引前当期純利益   2,063 4.9  2,279 5.2 

法人税、住民税及び事
業税 

 1,140   525   

法人税等調整額  △195 945 2.2 445 970 2.2 

当期純利益   1,118 2.7  1,309 3.0 

前期繰越利益   246   251  

中間配当額   127   127  

当期未処分利益   1,238   1,433  

         



③【利益処分計算書】 

 （注） 平成17年９月16日に127百万円（１株につき４円）の中間配当を実施しました。 

  
前事業年度 

（株主総会承認日 
平成17年３月30日） 

当事業年度 
（株主総会承認日 
平成18年３月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 当期未処分利益   1,238  1,433 

Ⅱ 利益処分額      

１．配当金  127  126  

２．役員賞与金  10  7  

３．任意積立金      

別途積立金  850 987 1,000 1,133 

Ⅲ 次期繰越利益   251  299 

     



重要な会計方針 

項目 
前事業年度 

（平成16年１月１日から 
平成16年12月31日まで） 

当事業年度 
（平成17年１月１日から 
平成17年12月31日まで） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

(1）子会社及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

(1）子会社及び関連会社株式 

同左 

 (2）その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平均法により算

定しております。） 

(2）その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

 時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

２．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

商品 

総平均法による原価法 

商品 

同左 

３．デリバティブの評価基準

及び評価方法 

時価法 同左 

４．固定資産の減価償却の方

法 

(1）賃貸資産 

① リース資産 

リース期間を償却年数とし、リース

期間満了時の適正残存価額を見積り、

これを基とした定額法基準によってお

ります。 

(1）賃貸資産 

① リース資産 

同左 

 ② レンタル資産 

定率法 

② レンタル資産 

同左 

 (2）社用資産 

定率法 

(2）社用資産 

同左 

 (3）その他の無形固定資産（ソフトウェ

ア） 

社内における利用可能期間（５年）

に基づく定額法 

(3）その他の無形固定資産（ソフトウェ

ア） 

同左 

５．繰延資産の処理方法 社債発行費 

商法施行規則の規定に基づき３年間で

毎期均等額を償却することとしておりま

す。 

社債発行費 

同左 

 



項目 
前事業年度 

（平成16年１月１日から 
平成16年12月31日まで） 

当事業年度 
（平成17年１月１日から 
平成17年12月31日まで） 

６．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 債権の貸倒による損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を検討し、回

収不能見込額を計上しております。 

(1）貸倒引当金 

同左 

 (2）リース資産処分損引当金 

 リース資産の処分損失に備えるた

め、リース資産の処分損失見積額を計

上しております。 

(2）リース資産処分損引当金 

同左 

 (3）賞与引当金 

 従業員の賞与の支払いに備えるた

め、支給見込額を計上しております。 

(3）賞与引当金 

同左 

 (4）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度における退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき計上しており

ます。 

 なお、退職給付債務は簡便法に基づ

いて計算しております。 

(4）退職給付引当金 

同左 

 (5）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支払いに備える

ため、内規に基づく期末要支給額を計

上しております。なお、この引当金に

つきましては商法施行規則第43条に規

定するものであります。 

(5）役員退職慰労引当金 

同左 

７．外貨建の資産又は負債の

本邦通貨への換算基準 

 為替予約等の振当処理の対象となって

いる外貨建金銭債権債務については当該

為替予約等の円貨額に換算しておりま

す。 

同左 

８．収益及び費用の計上基準 (1）リース取引のリース料収入の計上方

法 

 リース契約期間に基づくリース契約

上の収受すべき月当たりのリース料を

基準として、その経過期間に対応する

リース料を計上しております。 

(1）リース取引のリース料収入の計上方

法 

同左 

 (2）割賦販売取引の割賦売上高及び割賦

原価の計上方法 

 割賦販売取引については、商品引渡

時にその総額を割賦債権に計上し、支

払期日到来の都度、割賦売上高及びこ

れに対応する割賦原価を計上しており

ます。 

 なお、支払期日未到来の割賦債権に

対応する割賦未実現利益は繰延経理し

ております。 

(2）割賦販売取引の割賦売上高及び割賦

原価の計上方法 

同左 

 



項目 
前事業年度 

（平成16年１月１日から 
平成16年12月31日まで） 

当事業年度 
（平成17年１月１日から 
平成17年12月31日まで） 

 (3）金融費用の計上方法 

 金融費用は、営業収益に対応する金

融費用とその他の金融費用を区分計上

することとしております。 

 その配分方法は、総資産を営業取引

に基づく資産とその他の資産に区分

し、その資産残高を基準として営業資

産に対応する金融費用は資金原価とし

て売上原価に、その他の資産に対応す

る金融費用を営業外費用に計上してお

ります。 

 なお、資金原価は、営業資産にかか

る金融費用からこれに対応する預金の

受取利息等を控除して計上しておりま

す。 

(3）金融費用の計上方法 

同左 

９．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

同左 

10．ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理によっております。

なお、特例処理の要件を満たす金利ス

ワップについては特例処理を行ない、

振当処理の要件を満たす通貨スワップ

については振当処理を行なっておりま

す。 

 また、「リース業における金融商品

会計基準適用に関する当面の会計上及

び監査上の取扱い」（日本公認会計士

協会 業種別監査委員会報告第19号 

平成12年11月14日）に定める負債の包

括ヘッジについては、同報告に基づく

処理によっております。 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

 ① ヘッジ手段 金利スワップ取引及

び通貨スワップ取引

② ヘッジ対象 借入金及び外貨建社

債 

同左 

 



項目 
前事業年度 

（平成16年１月１日から 
平成16年12月31日まで） 

当事業年度 
（平成17年１月１日から 
平成17年12月31日まで） 

 (3）ヘッジ方針及び有効性評価の方法 

 金利及び為替変動等の財務リスクを

コントロールする目的でデリバティブ

取引を利用しており、投機目的の取引

は行なっておりません。 

 金利スワップをヘッジ手段、借入金

をヘッジ対象とする個別ヘッジ及び通

貨スワップをヘッジ手段、外貨建社債

をヘッジ対象とする個別ヘッジについ

ては、金利・期間等の重要な条件が同

一であることをもって、ヘッジの有効

性を評価しております。 

 また、負債の包括ヘッジについては

ヘッジ対象となる負債等について、ヘ

ッジ手段となるデリバティブ取引の想

定元本がヘッジ対象の範囲内に収まっ

ている事を検証することでヘッジの有

効性を評価しております。 

(3）ヘッジ方針及び有効性評価の方法 

同左 

11．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

消費税等の会計処理方法 

 消費税等の会計処理は、税抜方式によ

っております。 

消費税等の会計処理方法 

同左 



注記事項 

（貸借対照表関係） 

前事業年度 
（平成16年12月31日） 

当事業年度 
（平成17年12月31日） 

 １ リース・割賦販売取引等に基づく預り手形  １ リース・割賦販売取引等に基づく預り手形 

リース契約にもとづく担保預り

手形 
1,659百万円

割賦販売契約にもとづく担保預

り手形 
2,580百万円

その他の担保預り手形 532百万円

リース契約にもとづく担保預り

手形 
     1,689百万円

割賦販売契約にもとづく担保預

り手形 
    3,498百万円

その他の担保預り手形       185百万円

※２(1）賃貸資産の減価償却累計額 52,972百万円 ※２(1）賃貸資産の減価償却累計額     50,737百万円

(2）賃貸資産に見合うリース債権は34,454百万円で

あり、このうち一年以内に入金期日の到来するリ

ース料金額は11,645百万円であります。 

(2）賃貸資産に見合うリース債権は34,677百万円で

あり、このうち一年以内に入金期日の到来するリ

ース料金額は11,547百万円であります。 

※３(1）社用資産の減価償却累計額 1,449百万円 ※３(1）社用資産の減価償却累計額    1,512百万円

(2）固定資産の取得価額から控除した圧縮記帳額 (2）固定資産の取得価額から控除した圧縮記帳額 

建物 42百万円

土地 44百万円

計 87百万円

建物     42百万円

土地     44百万円

計     87百万円

※４ 担保に供している資産及び対応する債務 

(1）担保に供している資産 

※４ 担保に供している資産及び対応する債務 

(1）担保に供している資産 

リース債権 3,415百万円

計 3,415百万円

リース債権     3,349百万円

計      3,349百万円

(2）担保提供資産に対応する債務 (2）担保提供資産に対応する債務 

一年以内返済長期借入金 30百万円

長期借入金 265百万円

社債発行に対する銀行保証 2,467百万円

計 2,762百万円

一年以内返済長期借入金   30百万円

長期借入金   235百万円

社債発行に対する銀行保証     2,467百万円

計      2,732百万円

※５ リース資産に計上しております金額には、電話加

入権3百万円が含まれております。 

※５ リース資産に計上しております金額には、電話加

入権3百万円が含まれております。 

※６ 会社が発行する株式の総数 ※６ 会社が発行する株式の総数 

普通株式  100,000千株

発行済株式総数 普通株式  35,105千株

普通株式   100,000千株

発行済株式総数 普通株式   35,105千株

 また、当社が所有する自己株式の数は普通株式

3,328千株であります。 

 また、当社が所有する自己株式の数は普通株式

3,363千株であります 

※７ 商法施行規則124条第３号に規定する資産に時価評

価を付したことにより増加した純資産額は 

1,189百万円であります。 

※７ 商法施行規則124条第３号に規定する資産に時価評

価を付したことにより増加した純資産額は 

  1,972百万円であります。 

※８ 固定化営業債権 

 固定化営業債権は、財務諸表等規則第32条第１項

第10号の債権であります。 

※８ 固定化営業債権 

同左 

 



（損益計算書関係） 

前事業年度 
（平成16年12月31日） 

当事業年度 
（平成17年12月31日） 

※９ 決算期末日満期手形の会計処理について 

 当事業年度末日は金融機関の休日でしたが、満期

日に決済が行なわれたものとして処理しておりま

す。 

 当事業年度末日満期手形は次のとおりでありま

す。 

※９ 決算期末日満期手形の会計処理について 

 当事業年度末日は金融機関の休日でしたが、満期

日に決済が行なわれたものとして処理しておりま

す。 

 当事業年度末日満期手形は次のとおりでありま

す。 

受取手形 253百万円

リース契約にもとづく担保預り

手形 
28百万円

割賦販売契約にもとづく担保預

り手形 
70百万円

その他の担保預り手形 2百万円

受取手形      267百万円

リース契約にもとづく担保預り

手形 
    30百万円

割賦販売契約にもとづく担保預

り手形 
     83百万円

その他の担保預り手形    1百万円

前事業年度 
（平成16年１月１日から 
平成16年12月31日まで） 

当事業年度 
（平成17年１月１日から 
平成17年12月31日まで） 

※１ その他の売上高には、リース期間満了物件の売却

代金、リース契約の中途解約による解約損害金等を

計上しております。 

※１ 同左 

※２ 賃貸原価の内訳は、次のとおりであります。 ※２ 賃貸原価の内訳は、次のとおりであります。 

減価償却費 11,085百万円

固定資産税等諸税 466百万円

保険料 68百万円

その他 5百万円

計 11,625百万円

減価償却費      11,098百万円

固定資産税等諸税    395百万円

保険料      54百万円

その他  6百万円

計       11,555百万円

※３ 資金原価は、「重要な会計方針」８の(3)に記載し

ている金融費用であり、その内訳は次のとおりであ

ります。 

※３ 資金原価は、「重要な会計方針」８の(3)に記載し

ている金融費用であり、その内訳は次のとおりであ

ります。 

支払利息等 296百万円

受取利息 19百万円

差引計 277百万円

支払利息等     266百万円

受取利息      17百万円

差引計       248百万円

※４ その他の売上原価は、賃貸契約の満了・中途解約

にともなう賃貸物件の処分原価（帳簿価額）等であ

ります。 

※４ 同左 

※５ 固定資産評価損の内訳は、次のとおりでありま

す。 

土地 11百万円

           ───── 



（リース取引関係） 

前事業年度（平成16年１月１日から 平成16年12月31日まで） 

当事業年度（平成17年１月１日から 平成17年12月31日まで） 

所有権移転外ファイナンス・リース取引 

貸手側 

 (1）リース物件の取得価額、減価償却累計額及び期末残高 

       （単位：百万円）

 情報・事務用機器  産業・土木・建設機械  その他  合計 

取得価額 13,703  43,096  27,509  84,309 

減価償却累計額 7,898  31,877  14,310  54,086 

期末残高 5,805  11,218  13,198  30,222 

 
 (2）未経過リース料期末残高相当額 

１年以内  １年超  合計  
（転貸リース取引はありません。） 

10,415百万円 21,122百万円 31,537百万円 

 
 (3）受取リース料、減価償却費及び受取利息相当額 

受取リース料 13,220百万円

減価償却費 11,084百万円

受取利息相当額 1,553百万円

 
 (4）受取利息相当額の算定方法 

 受取利息相当額の各期への配分方法については、利息法によっております。 

所有権移転外ファイナンス・リース取引 

貸手側 

 (1）リース物件の取得価額、減価償却累計額及び期末残高 

       （単位：百万円）

 情報・事務用機器  産業・土木・建設機械  その他  合計 

取得価額 11,942  40,343  30,463  82,750 

減価償却累計額 7,697  28,786  15,516  52,001 

期末残高 4,244  11,557  14,946  30,748 

 
 (2）未経過リース料期末残高相当額 

１年以内  １年超  合計  
（転貸リース取引はありません。） 

10,395百万円 21,507百万円 31,903百万円 

 
 (3）受取リース料、減価償却費及び受取利息相当額 

受取リース料 13,144百万円

減価償却費 11,097百万円

受取利息相当額 1,435百万円

 
 (4）受取利息相当額の算定方法 

 受取利息相当額の各期への配分方法については、利息法によっております。 



（有価証券関係） 

 前事業年度（平成16年12月31日現在）及び当事業年度（平成17年12月31日現在）における子会社株式で時価のあ

るものはありません。 

（税効果会計関係） 

前事業年度 
（平成16年１月１日から 
平成16年12月31日まで） 

当事業年度 
（平成17年１月１日から 
平成17年12月31日まで） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生原因別の主な

内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生原因別の主な

内訳 

（単位：百万円）

（繰延税金資産）  

賃貸資産減価償却費損金算入限度

超過額 
1,636 

リース資産処分損引当金損金算入

限度超過額 
186 

貸倒引当金損金算入限度超過額 56 

退職給付引当金損金算入限度超過

額 
117 

役員退職慰労引当金損金算入限度

超過額 
288 

賞与引当金損金算入限度超過額 58 

その他 430 

繰延税金資産小計 2,775 

評価性引当金額 25 

繰延税金資産合計 2,750 

  

（繰延税金負債）  

固定資産圧縮積立金 38 

その他有価証券差額金 813 

その他 253 

繰延税金負債合計 1,104 

  

繰延税金資産の純額 1,645 

（単位：百万円）

（繰延税金資産）  

賃貸資産減価償却費損金算入限度

超過額 
1,465 

リース資産処分損引当金損金算入

限度超過額 
146 

貸倒引当金損金算入限度超過額 115 

退職給付引当金損金算入限度超過

額 
132 

賞与引当金損金算入限度超過額 93 

その他 226 

繰延税金資産小計 2,179 

評価性引当金額 14 

繰延税金資産合計 2,164 

  
  
  

（繰延税金負債）  

固定資産圧縮積立金 38 

その他有価証券差額金 1,348 

その他 112 

繰延税金負債合計 1,499 

  

繰延税金資産の純額 665 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

（単位：％）

法定実効税率 40.6 

（調整）  

交際費等永久に損金に算出されない項目 2.2 

受取配当金等永久に損金に算出されない

項目 
△0.9 

評価性引当金 0.5 

住民税均等割 1.0 

税率変更による期末繰延税金資産、負債

の減税修正 
1.1 

その他 1.2 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 45.7 

（単位：％）

法定実効税率 40.6 

（調整）  

交際費等永久に損金に算出されない項目 1.9 

受取配当金等永久に損金に算出されない

項目 
△1.0 

評価性引当金 0.6 

住民税均等割 1.0 

その他 △0.5 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 42.6 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

該当事項はありません。 

 
前事業年度 

（平成16年１月１日から 
平成16年12月31日まで） 

当事業年度 
（平成17年１月１日から 
平成17年12月31日まで） 

１株当たり純資産額 1,073.28円         1,131.26円 

１株当たり当期純利益 34.88円      41.00円 

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益 

潜在株式調整後１株当たり当期純

利益金額については、潜在株式がな

いため記載しておりません。 

潜在株式調整後１株当たり当期純

利益金額については、潜在株式がな

いため記載しておりません。 

 
前事業年度 

（平成16年１月１日から 
平成16年12月31日まで） 

当事業年度 
（平成17年１月１日から 
平成17年12月31日まで） 

当期純利益（百万円） 1,118 1,309 

普通株主に帰属しない金額（百万円） 10 7 

（うち利益処分による役員賞与 

（百万円）） 
(10) (7) 

普通株式に係る当期純利益（百万円） 1,108 1,302 

期中平均株式数（株） 31,792,334 31,757,831 



④【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

 （注） 端数株式は切り捨てて表示しております。 

銘柄 株式数（株） 
貸借対照表計上額 
（百万円） 

投資 

有価証券 

その他 

有価証券 

ケイディーディーアイ㈱ 1,709 1,162 

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・グルー

プ 
413 660 

ＴＯＡ㈱ 466,000 506 

㈱みずほフィナンシャルグループ 478 447 

立飛企業㈱ 50,000 308 

日本興亜損害保険㈱ 198,450 187 

野村ホールディングス㈱ 81,835 184 

㈱三井住友フィナンシャルグループ 147 183 

㈱りそなホールディングス 366 173 

日本管財㈱ 50,000 169 

その他（47銘柄） 2,241,909 1,948 

計 3,091,307 5,934 



【有形固定資産等明細表】 

 （注）１．賃貸資産の当期増減額は、同資産の購入及び売却・除却等によるものであります。 

 ２．取得価額から控除した圧縮記帳額は、下記のとおりであります。 

建物 42百万円  土地 44百万円 

資産の種類 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 
(百万円) 

当期償却額 
（百万円） 

差引当期末残
高（百万円） 

有形固定資産        

(イ）賃貸資産        

情報関連機器・事

務用機器 
11,859 834 2,491 10,202 6,660 1,919 3,542 

産業工作機械 42,675 4,099 7,230 39,544 28,500 3,722 11,044 

土木建設機械 153 391 3 541 110 100 431 

輸送用機器 3,103 4,194 107 7,191 1,539 1,084 5,651 

医療機器 1,083 102 185 1,000 645 200 354 

商業・サービス業

用機械設備 
19,035 2,382 3,489 17,928 10,900 3,099 7,027 

その他 4,205 398 340 4,263 2,379 553 1,884 

（賃貸資産計） 82,116 12,404 13,847 80,673 50,737 10,681 29,935 

(ロ）社用資産        

建物 1,784 － － 1,784 1,075 44 709 

車輌運搬具 29 0 13 16 15 0 1 

器具備品 452 53 － 505 422 30 83 

土地 1,173 － － 1,173 － － 1,173 

（社用資産計） 3,439 54 13 3,480 1,512 75 1,967 

有形固定資産計 85,555 12,458 13,860 84,153 52,250 10,757 31,902 

無形固定資産        

(イ）賃貸資産        

リース資産 2,226 180 297 2,110 1,291 416 819 

(ロ）その他の無形固定資

産 
       

ソフトウェア 315 75 14 376 257 40 119 

電話加入権 8 － － 8 － － 8 

無形固定資産計 2,551 256 311 2,496 1,548 457 947 

長期前払費用 33 30 － 63 32 12 31 

繰延資産        

社債発行費 79 － － 79 79 26 － 

繰延資産計 79 － － 79 79 26 － 



【資本金等明細表】 

 （注）１．当期末における自己株式数は、3,363,847株であります。 

２．当期増加額は、前期決算の利益処分によるものであります。 

【引当金明細表】 

 （注） 当期減少額「その他」は洗替計算等によるものであります。 

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

資本金（百万円） 10,758 － － 10,758 

資本金のうち

既発行株式 

普通株式（注）１ （株） (35,105,138) (－) (－) (35,105,138) 

普通株式 （百万円） 10,758 － － 10,758 

計 （株） (35,105,138) (－) (－) (35,105,138) 

計 （百万円） 10,758 － － 10,758 

資本準備金及

びその他資本

剰余金 

（資本準備金） （百万円） 6,675 － － 6,675 

（その他資本剰余金）      

資本金及び資本準備金

減少差益 
（百万円） 2,000 － － 2,000 

自己株式処分差益 （百万円） 0 0 0 0 

計 （百万円） 8,676 0 0 8,676 

利益準備金及

び任意積立金 

（利益準備金） （百万円） 1,014 － － 1,014 

（任意積立金）      

固定資産圧縮積立金 （百万円） 55 － － 55 

別途積立金（注）２ （百万円） 12,150 850 － 13,000 

計 （百万円） 13,219 850 － 14,069 

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（百万円） 

当期減少額 
（その他） 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

貸倒引当金 352 331 154 105 424 

リース資産処分損引当金 460 53 137 16 360 

賞与引当金 130 210 130 － 210 

役員退職慰労引当金 711 12 593 25 105 



(2）【主な資産及び負債の内容】 

① 流動資産 

(イ）現金及び預金 

（ロ）受取手形 

期日別内訳 

相手先別内訳 

（ハ）売掛金 

相手先別内訳 

区分 金額（百万円） 

現金 0 

預金  

当座預金 1,506 

普通預金 805 

通知預金 180 

別段預金 1 

小計 2,494 

合計 2,494 

区分 平成18年１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月以降 合計 

商品代金 

（百万円） 
573 557 476 368 26 0 2,003 

相手先名 金額（百万円） 

都築電気㈱ 179 

住友電設㈱ 67 

㈱東電通 62 

北陸電通工業㈱ 59 

南海電設㈱ 55 

その他 1,578 

合計 2,003 

相手先名 金額（百万円） 

富士通ネットワークソリューションズ㈱ 510 

ＮＥＣネッツエスアイ㈱ 425 

三機工業㈱ 328 

扶桑電通㈱ 195 

大興電子通信㈱ 169 

その他 3,980 

合計 5,609 



滞留及び回収状況 

 （注） 当期発生高には消費税等が含まれております。 

（ニ）割賦債権 

相手先別内訳 

（ホ）営業貸付金 

相手先別内訳 

（へ）賃貸料等未収入金 

相手先別内訳 

前期末残高 
（百万円） 
(a) 

当期発生高 
（百万円） 

当期回収高 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 
(b) 

回収率
（％） 

期中平均売上
月額 
（百万円） 

(c) 

平均滞
留期間 

(a)＋(b) 
──── 
２ 

──── 
(c) 

5,628 22,541 22,560 5,609 80.1 1,878   2.9ヶ月 

相手先名 金額（百万円） 

オリックス自動車㈱ 487 

㈱イチネン 284 

丸紅建設機械販売㈱ 278 

ルートインジャパン㈱ 206 

㈱ガイア 185 

その他 14,512 

合計 15,954 

相手先名 金額（百万円） 

㈱アサックス 1,185 

セボン㈱ 617 

㈲バニラ 550 

㈱クレディア 487 

㈱エイワ 325 

その他 1,541 

合計 4,706 

相手先名 金額（百万円） 

遠藤 あい子 1 

㈲富士屋 1 

吉田 雪乃 1 

㈱ホロソンテック 1 

村田 清子 0 

その他 934 

合計 939 



（ト）商品 

② 流動負債 

（イ）支払手形 

期日別内訳 

相手先別内訳 

（ロ）買掛金 

相手先別内訳 

区分 金額（百万円） 区分 金額（百万円） 

電話交換機 0 配線用材料 224 

電話機及び釦電話装置 37 架線用金物 1 

電話機部品・交換機部品 11 試験器及び工具 21 

その他端末機器 68 その他の通信諸材料 21 

電線・ケーブル 63 合計 449 

区分 平成18年１月 ２月 ３月 ４月 ５月以降 合計 

商品仕入代金（百万円） 860 938 809 635 135 3,379 

割賦商品代金（百万円） 131 123 62 － 54 371 

リース資産購入代金 

（百万円） 
139 126 39 － 59 364 

合計（百万円） 1,131 1,188 911 635 249 4,116 

相手先名 金額（百万円） 

パンドウイットコーポレーション 410 

日東工業㈱ 302 

㈱タカコム 298 

㈱キッズウェイ 226 

通信興業㈱ 203 

その他 2,674 

合計 4,116 

相手先名 金額（百万円） 

日東工業㈱ 137 

丸紅建設機械販売㈱ 115 

パンドウィットコーポレーション 100 

アライドテレシス㈱ 94 

日本ストラタステクノロジー㈱ 87 

その他 3,240 

合計 3,776 



（ハ）短期借入金 

借入先別内訳 

（注) 株式会社東京三菱銀行は、平成18年1月1日付で株式会社ＵＦＪ銀行と合併し、株式会社三菱東京ＵＦＪ銀

行に商号変更しております 

    ③ 固定負債 

（イ）社債 

社債内訳表については連結附属明細表に記載のとおりであります。 

（ロ）長期借入金 

借入先別内訳 

（注) 株式会社東京三菱銀行は、平成18年1月1日付で株式会社ＵＦＪ銀行と合併し、株式会社三菱東京ＵＦＪ銀

行に商号変更しております 

(3）【その他】 

 該当事項はありません。 

相手先名 金額（百万円） 

㈱東京三菱銀行 1,800 

㈱百十四銀行 700 

㈱西日本シティ銀行 700 

三菱ＵＦＪ信託銀行㈱ 450 

㈱南都銀行 400 

その他 1,400 

合計 5,450 

相手先名 金額（百万円） 内１年内返済予定（百万円） 

㈱東京三菱銀行 2,181 272 

㈱三井住友銀行 1,839 404 

㈱みずほコーポレート銀行 1,177 305 

明治安田生命保険(相) 984 144 

㈱三菱ＵＦＪ信託銀行 694 144 

その他 5,174 1,537 

合計 12,050 2,806 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

 （注）１．株式の売買の委託に係る手数料相当額として、以下の算式により１単元当たりの金額を算定し、これを買取

りまたは買増しした単元未満株式の数で按分した金額とする。 

（算式）証券取引所の開設する市場における最終価格による１株当たりの買取価格に１単元の株式数を乗

じた合計金額のうち 

100万円以下の金額につき                       1.15％ 

100万円を超え500万円以下の金額につき                0.90％ 

500万円を超え1,000万円以下の金額につき               0.70％ 

1,000万円を超え3,000万円以下の金額につき              0.58％ 

3,000万円を超え5,000万円以下の金額につき              0.38％ 

（円未満の端数を生じた場合には切り捨てる。） 

ただし、１単元当たりの算定金額が2,500円に満たない場合には、2,500円とする。 

２．「株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律」第16条第３項に基づき、商法第281条第１項第１号

及び第２号に定める貸借対照表及び損益計算書に係る情報を、当社のインターネット・ホームページ（アド

レス（ＵＲＬ）は、http://www.suntel.co.jp）において提供している。 

決算期 12月31日 

定時株主総会 ３月中 

基準日 12月31日 

株券の種類 10,000株券、1,000株券、1,000株未満券 

中間配当基準日 ６月30日 

１単元の株式数 1,000株 

株式の名義書換え  

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部 

代理人 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国各支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 新株券発行に係る印紙税相当額 

株券喪失登録手数料 
喪失登録   １件につき 10,500円 

喪失登録株券 １枚につき   525円 

単元未満株式の買取り・買増し  

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部 

代理人 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国各支店 

買取・買増手数料 （注）１ 

公告掲載新聞名 日本経済新聞（注）２ 

株主に対する特典 なし 



第７【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

 当社は、親会社等はありません。 

２【その他の参考情報】 

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第56期）（自 平成16年１月１日 至 平成16年12月31日）平成17年３月30日関東財務局長に提出 

(2）半期報告書 

 （第57期中）（自 平成17年１月１日 至 平成17年６月30日）平成17年９月26日関東財務局長に提出 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の監査報告書 

  平成１７年３月３０日

サンテレホン株式会社   

 取締役会 御中  

 新日本監査法人  

 
代表社員 

関与社員 
 公認会計士 小川 一夫   印 

 
代表社員 

関与社員 
 公認会計士 古谷 伸太郎  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているサン

テレホン株式会社の平成１６年１月１日から平成１６年１２月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連

結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を

行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を

表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、サン

テレホン株式会社及び連結子会社の平成１６年１２月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の

経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

 （注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。 



独立監査人の監査報告書 

  平成１８年３月３０日

サンテレホン株式会社   

 取締役会 御中  

 新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 小川 一夫   印 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 松本 正一郎  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているサン

テレホン株式会社の平成１７年１月１日から平成１７年１２月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連

結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を

行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を

表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、サン

テレホン株式会社及び連結子会社の平成１７年１２月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の

経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

 （注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。 



独立監査人の監査報告書 

  平成１７年３月３０日

サンテレホン株式会社   

 取締役会 御中  

 新日本監査法人  

 
代表社員 

関与社員 
 公認会計士 小川 一夫   印 

 
代表社員 

関与社員 
 公認会計士 古谷 伸太郎  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているサン

テレホン株式会社の平成１６年１月１日から平成１６年１２月３１日までの第５６期事業年度の財務諸表、すなわち、貸

借対照表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、サンテレ

ホン株式会社の平成１６年１２月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な

点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

 （注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。 



独立監査人の監査報告書 

  平成１８年３月３０日

サンテレホン株式会社   

 取締役会 御中  

 新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 小川 一夫   印 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 松本 正一郎  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているサン

テレホン株式会社の平成１７年１月１日から平成１７年１２月３１日までの第５７期事業年度の財務諸表、すなわち、貸

借対照表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、サンテレ

ホン株式会社の平成１７年１２月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な

点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

 （注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。 
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